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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

３ 第89期、第90期、第91期及び第92期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 25,590 27,799 30,640 32,180 36,282

経常利益 (百万円) 2,088 2,747 2,997 4,002 3,811

当期純利益 (百万円) 188 1,699 1,109 2,066 2,982

純資産額 (百万円) 17,002 19,759 20,290 23,200 38,121

総資産額 (百万円) 34,801 34,970 33,830 41,236 67,262

１株当たり純資産額 (円) 447.90 520.26 534.39 611.77 672.90

１株当たり当期純利益 (円) 4.28 43.57 27.77 53.05 78.87

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 78.23

自己資本比率 (％) 48.9 56.5 60.0 56.3 37.8

自己資本利益率 (％) 1.1 9.2 5.5 9.5 12.3

株価収益率 (倍) 75.00 13.95 22.76 25.13 15.14

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,018 4,222 2,968 3,283 1,810

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 64 △201 △948 476 △3,535

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,002 △4,141 △1,725 △1,662 8,364

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 2,311 2,179 2,466 4,569 11,214

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数)

(名)
1,221 
(148)

1,230
(130)

1,191
(199)

1,191 
(133)

1,901
(246)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第90期の１株当たり配当額10円には、特別配当金３円が含まれております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

４ 第89期、第90期及び第91期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。また、第92期については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

  

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 19,218 19,129 19,465 18,776 19,266

経常利益 (百万円) 1,853 1,937 1,641 2,189 1,612

当期純利益 (百万円) 89 1,296 448 1,411 1,008

資本金 (百万円) 4,686 4,686 4,686 4,686 4,686

発行済株式総数 (株) 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684

純資産額 (百万円) 16,432 18,801 18,728 20,995 21,243

総資産額 (百万円) 25,699 27,701 26,315 27,752 36,368

１株当たり純資産額 (円) 432.86 495.49 493.85 553.96 561.94

１株当たり配当額 
(１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

7.00

(3.50)

10.00

(3.50)

10.00

(3.50)

13.00

(5.00)

16.00

(6.50)

１株当たり当期純利益 (円) 1.68 33.42 11.05 36.25 26.67

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 26.45

自己資本比率 (％) 63.9 67.9 71.2 75.7 58.4

自己資本利益率 (％) 0.5 7.4 2.4 7.1 4.8

株価収益率 (倍) 191.07 18.19 57.19 36.77 44.77

配当性向 (％) 416.7 29.9 90.5 35.9 60.0

従業員数 (名) 532 521 504 493 495



２ 【沿革】 

  

 
  

昭和12年１月 株式会社弘業製作所(大崎電気工業株式会社の前身)を設立。

本店及び五反田工場を東京都品川区に置く。

営業種目 配電盤、分電盤、計器用変成器、自動電圧調整器等の製造販売。

昭和16年４月 大崎工業株式会社を吸収合併し、商号を大崎電気工業株式会社と変更。

昭和23年２月 東京都大田区に蒲田工場を新設、電力量計の製造を開始。

昭和29年12月 電流制限器及び配線用遮断器の製造を開始。

昭和37年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

昭和38年９月 埼玉県入間郡三芳町に埼玉工場(現埼玉事業所)を新設。

昭和40年４月 東京都港区(品川区に移転)に日本マーレー株式会社を設立(現連結子会社)。

昭和49年５月 岩手県岩手郡雫石町に岩手工場を新設。

昭和53年11月 本郷成型工業株式会社(埼玉県入間郡、現商号：大崎プラテック株式会社)を子会社と

する(現連結子会社)。

昭和55年10月 東京証券取引所市場第一部に指定。

昭和57年２月 インドネシア・ジャカルタ市に合弁会社PT. METBELOSAを設立(現連結子会社)。

昭和62年４月 岩手開発センター(現岩手ソフトウェアセンター)を新設。

昭和62年７月 電子式電力量計の生産体制を確立。

昭和63年10月 千葉県長生郡長柄町に千葉工場を新設し、蒲田工場を廃止。

平成２年４月 東京都品川区に大崎エンジニアリング株式会社を設立(現連結子会社)。

平成２年10月 PLANNED ENERGY SYSTEMS,INC.(米国ダラス市、現商号：OSAKI METER SALES,INC.)を子

会社とする(現連結子会社)。

平成３年10月 東京都品川区に大崎エステート株式会社を設立(現連結子会社)。

平成５年７月 中国天津市に合弁会社天津三達電気有限公司を設立(現子会社)。

平成７年１月 光カプラ等光通信関連機器の生産体制を確立。

平成８年１月 北海道大崎電気株式会社(札幌市)を子会社とする(現子会社)。

平成９年３月 子会社大崎エンジニアリング株式会社が、株式会社マックス(石川県白山市、現商号：

株式会社オー・イー・シー金沢)を子会社とする(現連結子会社)。

平成９年４月 東京都品川区に大崎テクノサービス株式会社を設立(現連結子会社)。

平成12年５月 東京都品川区に大崎電気システムズ株式会社を、岩手県岩手郡雫石町に岩手大崎電気

株式会社を設立(ともに現連結子会社)。 

同年８月、配・分電盤営業部門及び千葉工場生産部門を大崎電気システムズ株式会社

に、岩手工場生産部門を岩手大崎電気株式会社に、それぞれ営業譲渡。

平成14年11月 アイトロン データ・テック株式会社（東京都中央区、現商号：大崎データテック株式

会社）を子会社とする(現連結子会社)。

平成18年11月 大崎エンジニアリング株式会社が、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成19年２月 株式会社エネゲート（大阪市）を子会社とする(現連結子会社)。



３ 【事業の内容】 

(1) 当社の企業集団は、当社及び子会社16社で構成され、当グループが営んでいる主要な事業内容と、当

該事業に係る当社及び子会社の位置づけは、次のとおりであります。 

  なお、下記の主要な事業内容と事業の種類別セグメント情報における事業区分内容とは同一でありま

す。 

計測制御機器事業 

 
  

ＦＰＤ(フラットパネルディスプレイ)関連装置事業 

 
  

不動産事業 

 
  

会社名 事業の内容

当社
電力量計、電流制限器、計器用変成器、監視制御装置、タ
イムスイッチ及び光通信関連機器等の製造・販売

㈱エネゲート
電力量計の製造・販売・修理・取替及び各種電気機器の製
造・販売

大崎電気システムズ㈱ 配・分電盤等の製造・販売

岩手大崎電気㈱
電流制限器、タイムスイッチ、光通信関連機器、監視制御
装置等の製造

大崎プラテック㈱ 電力量計、電流制限器の部品の製造

大崎データテック㈱ 検針システム・機器の開発・販売

日本マーレー㈱ 電力量計、配・分電盤、監視制御装置等の販売

大崎テクノサービス㈱ 配・分電盤、監視制御装置等の設置・修理等

PT.METBELOSA 電力量計等の製造・販売

OSAKI METER SALES,INC. 電力量計等の販売

北海道大崎電気㈱ 配・分電盤、監視制御装置等の販売

天津三達電気有限公司 電力量計等の製造・販売

その他２社 電力量計等の販売

会社名 事業の内容

大崎エンジニアリング㈱ FPD関連装置等の製造・販売

㈱オー・イー・シー金沢 FPD関連装置等の加工・組立

会社名 事業の内容

当社 不動産の賃貸

大崎エステート㈱ 不動産の賃貸



(2) 事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  
（連結子会社） 

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

３ 特定子会社に該当しております。 

４ 有価証券届出書を提出しております。 

５ 大崎エンジニアリング㈱については、連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割

合が10％を超えておりますが、有価證券届出書を提出しておりますので、主要な損益情報等の記載を省略し

ております。 

  

名称 住所

資本金 

又は出資金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有又は 

被所有割合

(％)

関係内容

㈱エネゲート  

(注)３
大阪市北区 497 計測制御機器事業 51.0 役員の兼任等  ２人

大崎電気システムズ㈱  東京都品川区 358 計測制御機器事業 89.9

同社から製品を購入 

同社に資金を融資 

役員の兼任等  ３人

岩手大崎電気㈱ 

(注)３

岩手県岩手郡雫

石町
200 計測制御機器事業 100.0

同社から製品を購入 

同社に工場を賃貸 

同社に資金を融資 

役員の兼任等  ４人

大崎プラテック㈱
埼玉県入間郡 

三芳町
100 計測制御機器事業 100.0

同社から製品を購入 

同社に資金を融資 

役員の兼任等  ５人

大崎データテック㈱ 東京都中央区 350 計測制御機器事業 100.0
同社から借入 

役員の兼任等  ３人

日本マーレー㈱ 東京都品川区 50 計測制御機器事業 94.9

同社に製品を販売 

同社から借入 

役員の兼任等  ５人

大崎テクノサービス㈱ 東京都品川区 30 計測制御機器事業 100.0

当社製品の保守及びサービスを委託 

同社から借入 

役員の兼任等  ５人

PT.METBELOSA
インドネシア 

ジャカルタ市

百万ルピア

3,218
計測制御機器事業 85.0

同社に製品を販売 

同社から製品を購入 

同社の金融機関からの借入等に対する債務保証 

役員の兼任等  ６人

OSAKI METER SALES,INC.
アメリカ 

ダラス市

千ドル

1
計測制御機器事業 91.4

同社に製品を販売 

役員の兼任等  ４人

大崎エンジニアリング㈱ 

(注)３,４,５
埼玉県入間市 1,684 FPD関連装置事業 54.0 役員の兼任等  ２人

㈱オー・イー・シー金沢 石川県白山市 79 FPD関連装置事業
100.0

(100.0)
―

大崎エステート㈱ 東京都品川区 310 不動産事業 100.0

同社から事務所等を賃借 

同社に資金を融資 

役員の兼任等  ４人



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員数であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び季節工を含み、派遣社員を除いております。 

４ 計測制御機器事業において、従業員数が前年度末比694名増加しておりますが、その主な理由は、㈱エネゲ

ートが連結子会社になったことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

計測制御機器事業 1,691(246)

FPD関連装置事業              209

不動産事業               1

合計 1,901(246)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

495 43.0 18.9 6,698



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善により製造業を中心に民間設備投資が拡大し

ており、生産も緩やかに増加してきたため、景気は概ね拡大基調を辿りました。しかし一方では、原油

や素材の価格高騰の収益への影響が拡大するなど懸念を感じさせる状況も見られました。 

当社グループの経営環境は、計測制御機器事業におきましては、新設住宅着工件数は増加基調で推移

していますが、主要顧客である電力各社の設備投資は依然低水準に止まっており、さらにメーカー間の

競合激化により製品価格が一層低下していることに加え、原油価格の高騰や電気銅を始めとする素材価

格が高騰するなど、厳しい経営環境となりました。 

一方、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連装置事業におきましては薄型テレビの普及拡大に

よりＦＰＤ製造装置の受注環境は良好に推移してまいりました。 

このような経営環境のもとで、当社グループは原価低減活動を推進するなど経営効率化に取り組み全

社をあげて業績の向上に努めてまいりました。 

売上高につきましては、計測制御機器事業は検針機器や配・分電盤等の好調により売上高は増加し、

加えてＦＰＤ関連装置事業は前年度に続き売上高が増加したことにより、当連結会計年度の売上高は前

年度比１２．７％増の３６２億８千２百万円となりました。 

利益面につきましては、ＦＰＤ関連装置事業は増加したものの、計測制御機器事業は電力向け製品の

販売価格低下や仕入コストの上昇により原価率が悪化したことや販売費及び一般管理費の増加等により

減少し、営業利益は前年度比４．９％減の３７億５千８百万円となりました。また、経常利益は前年度

比４．８％減の３８億１千１百万円となりました。当期純利益につきましては、連結子会社である大崎

エンジニアリング㈱のジャスダック証券取引所への上場による新株発行等に伴い生じた持分変動利益１

０億７百万円を特別利益として計上したため前年度比４４．３％増の２９億８千２百万円となりまし

た。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

(イ) 計測制御機器事業 

主力製品である電力量計の売上高は電子式計器及び機械式計器ともほぼ横這いで推移しまし

たが、電力会社向けタイムスイッチの販売増加やハンディターミナル検針機器の大口更新需要

の獲得に加え、産業用の配・分電盤の需要拡大により当事業の売上高は前年度比１１．７％増

の２５７億６千８百万円となりました。一方、営業利益につきましては、電力会社向け主力製

品の販売価格の低下や電気銅を始めとする素材価格の高騰により原価率が悪化したこと等によ

り前年度比１９．９％減の１６億１千８百万円となりました。 

  

(ロ) ＦＰＤ関連装置事業 

各種スポーツイベントや地上波デジタル放送の本格稼働を追い風に薄型テレビは普及拡大が

続いており、大画面化、高画質化に伴いパネルメーカー各社は継続して設備投資を行っている

ため主力のＦＰＤ製造装置需要は前年度に続き拡大し、当事業の売上高は前年度比１６．０％

増の１０１億１千２百万円となりました。営業利益は売上高の増加により前年度比１０．８％

増の１８億８千７百万円となりました。 

  



(ハ) 不動産事業 

売上高は前年度比２．１％増の５億９百万円でほぼ横這いとなりましたが、営業利益は前年

度比８．５％増の２億４千５百万円となりました。 

  

なお、セグメント別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高１億８百万円を含めて表示

しております。 

  

② 所在地別セグメントの業績につきましては、全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の

割合が90％を超えているため記載を省略しております。   

  

 なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

                              

 
  

当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前年度末に比べ６６億４千５百万円増加して１

１２億１千４百万円となりました。また、有利子負債残高は前年度末に比べ６２億３千５百万円増加し

て１０１億５千２百万円となりました。 

  

 (イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果により得られた資金は１８億１千万円となりました。 

主な内訳は、税金等調整前当期純利益４８億９百万円に対し、売上債権の増加１５億８千４百

万円、仕入債務の増加１２億５千１百万円、前受金の減少１３億５千３百万円及び法人税等の支

払い１７億５千４百万円であります。 

  

 (ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果により減少した資金は３５億３千５百万円となりました。 

主な内訳は、生産設備更新等の有形固定資産の取得による支出７億２千９百万円、投資有価証

券の取得による支出６億３千８百万円、㈱エネゲートの株式取得による支出２１億５千６百万円

（株式取得金額と同社の現金及び現金同等物を相殺後）であります。 

  

 (ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果により増加した資金は８３億６千４百万円となりました。 

主な内訳は、長期借入れによる収入１５億円、長期借入金の返済による支出８億８千６百万

円、社債の発行による収入６０億円、配当金の支払い５億４千８百万円並びに大崎エンジニアリ

ング㈱の株式上場等に伴う少数株主からの払込みによる収入２７億３千５百万円であります。 

  

  

分類
前連結会計年度
（百万円）

当連結会計年度
（百万円）

増 減 
（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,283 1,810 △1,473

投資活動によるキャッシュ・フロー 476 △3,535 △4,011

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,662 8,364 10,027

現金及び現金同等物の期末残高 4,569 11,214 6,645



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注実績(見込み生産を行っているものを除く)を事業の種類別セグメントご

とに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 計測制御機器事業の受注残高には、当連結会計年度末をみなし取得日として新たに連結した子会社の受注残

高が含まれております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 前連結会計年度の松下プラズマディスプレイ㈱及び当連結会計年度の東北計器工業㈱については、当該割合

が100分の10未満のため記載を省略しました。  

       

事業の種類別セグメント 生産高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 23,154 △2.2

FPD関連装置事業 10,210 △25.9

不動産事業 ― ―

合計 33,365 △10.9

事業の種類別 
セグメント

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 2,905 △11.3 2,443 +169.1

FPD関連装置事業 12,252 ＋8.4 10,472 ＋25.7

合計 15,158 ＋3.9 12,915 +39.8

事業の種類別セグメント 販売高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 25,766 ＋11.7

FPD関連装置事業 10,112 ＋16.0

不動産事業 403 ＋2.8

合計 36,282 ＋12.7

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

東京電力㈱ 4,532 14.1 6,826 18.8

松下プラズマディスプ
レイ㈱

― ― 5,253 14.5

東北計器工業㈱ 3,788 11.8 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

 (イ) 計測制御機器事業 

当事業につきましては、主力取引先である電力会社向け製品ではメーカー間の競合状態はますます厳

しさを増しており製品販売価格の低下が続いていることに加え、原油価格や電気銅を始めとする素材価

格の高騰によるコスト増加もあり、当社の収益が圧迫されるという厳しい経営環境が続いています。 

主力製品の電力量計では、オール電化住宅の普及拡大に後押しされ需要拡大が続いている家庭用電子

式電力量計は、機械式計器から電子式計器への切り替えが家庭用電灯契約者数の４％超まで進展してお

り、今後はさらに本格的な需要拡大が見込まれております。一方、需要数量の増加に伴い市場シェア争

奪をめぐるメーカー間の競合状態は激化しており販売価格の低下に繋がっています。喫緊の課題とし

て、顧客ニーズに適応し高機能・高品質で信頼性が高く、なお且つ販売価格の低下に追随したコストダ

ウンタイプの製品開発に総力をあげて取り組み、売上高及び販売シェアの拡大を図ってまいります。中

期的課題としては、電力量計を単独の計器として使用するだけではなく、付加価値サービスとして自動

検針システムを始めとする総合的なエネルギー計測・管理等の高度化システムの構築に取り組んでまい

ります。 

また、㈱エネゲートとは電子式電力量計を中心に、研究開発面では技術の相互供与により開発期間の

短縮、開発費用の圧縮を図ること、製造面では製造技術・ノウハウの相互供与、資機材調達の合理化を

行うこと等の業務提携を推進しシナジー効果を高めていく計画です。 

  

 (ロ) ＦＰＤ関連装置事業 

当事業につきましては、今後の低価格化に伴い流通分野、金融分野向け等での市場の進展が期待出来

るＩＣカード・ＩＣタグ関連装置を当社の優位性が発揮できる戦略製品として位置付け、新製品の開発

に注力してまいります。 

  

 (ハ) 不動産事業 

当事業につきましては、既存賃貸事業の稼働率の向上及びコスト削減等により、投資利回りを改善し

ていく方針であります。また、借入金の圧縮につきましても一層の努力をしてまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のものがありま

す。 

  

(1) 需要環境の変動によるリスク 

当社グループが製造している製品の市場（計測制御機器市場、ＦＰＤ製造装置市場）の予期せぬ市

場変動により製品の需要環境が変化する可能性があります。また、当社グループが製品を販売してい

る国や地域の経済状況の変動により製品の需要環境が変化する可能性があります。製品需要環境の大

きな変動による売上高の低下は当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(2) 原材料・部品の価格高騰及び入手難によるリスク 

当社グループは製品の製造のため外部から原材料、部品、組立外注品等を購入しておりますが、こ

れらは世界経済の状況や原料産出国の環境により価格の高騰や入手が困難となる事態がおこらないと

いう保証はありません。原材料・部品の価格高騰及び入手難は当社グループの業績及び財政状態に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 株価変動によるリスク 

当社グループは投資有価証券８３億１千９百万円を保有しておりますが、株価の大幅な下落による

投資有価証券評価損が発生しないという保証はありません。大きな投資有価証券評価損は当社グルー

プの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 不動産価格の変動によるリスク 

当社グループは電気機械器具等製造業、ＦＰＤ関連装置製造業及び不動産事業を行っており土地・

建物等の不動産を所有しておりますが、保有している不動産価格の下落は当社グループの業績及び財

政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 製品の不具合によるリスク 

当社グループは極めて高い品質管理水準のもと製造を行っておりますが、将来に渡りすべての製品

やサービスにおいて、製品の不具合、サービス対応の不備によるリコールや顧客満足の低下による販

売数量の減少がおこらないという保証はありません。大規模なリコールや納入停止につながるような

製品の不具合は当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 特定顧客への取引集中によるリスク 

当社グループの主要製品である電力量計、電流制限器、計器用変成器、監視制御装置及びタイムス

イッチの主たる納入先は国内の１０電力会社となっております。電力各社に対する売上高の合計は全

売上高の半ばを占めております。売上高が特定の顧客に集中しているため取引先との取引関係に変化

があった場合は、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

業務提携契約 

  

 
  

会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約発効日 契約期間

当社 日東工業株式会社 日本

①カスタム盤事業分野における品質、
コスト、納期面での優位性確保

②配・分電盤分野における新製品の開
発

③専門技術者の相互派遣

平成11年
９月22日

自 平成11年
  ９月22日 
至 平成21年 
  ９月21日



６ 【研究開発活動】 

当社におきましては、環境変化の激しい時代のニーズに即応して連結子会社を含めたグループ全体で

の製品開発体制の整備を進めており、フレキシブルな人材活用、研究開発投資を行い新製品・新事業を

生み出しております。 

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は９億９千４百万円であります。

  

事業の種類別セグメント別の研究開発活動は次のとおりであります。 

  

 (イ) 計測制御機器事業 

電力量計関連の研究開発では、電力関連分野を中心に電気事業の自由化に対応した電子式電力量計の

研究開発に注力しております。電子式電力量計を情報端末器として位置付け、複合化・多機能化を指向

し、電力各社の各種料金メニューに対応した産業用及び家庭用計器等の開発を進めております。喫緊の

課題として、顧客ニーズに適応し、高機能・高品質で信頼性が高く、なお且つ販売価格の低下に追随し

たコストダウンタイプの製品開発に総力をあげております。また、自社技術を強化するため、コアとな

るＬＳＩ開発等の要素技術開発にも積極的に取り組んでおります。一方、市販向けの小形電子式電力量

計（コンパクトＥＭ）については、シリーズ化による製品群拡充はほぼ終了しました。また、海外展開

の一つとして、中国向け電子式電力量計に続き、スペインの電力会社向け電子式電力量計の開発に着手

し、市場調査を行いつつスペイン電力量計市場への進出を目指して活動しております。今後の世界的な

傾向として電子式電力量計は、計器単体での導入からＡＭＲ／ＡＭＭ(*１)システム対応計器の導入へ

と変わってきており、当社としてもこれに対応するために電力会社とのＡＭＲ／ＡＭＭ対応計器に関す

る共同研究などをプロジェクト体制により積極的に進めております。 

情報通信関連では、ブロードバンド通信の進展に対応する形で光通信、配電線搬送、無線通信など、

各種情報通信技術に関する研究開発を進めるとともに、これらの技術を利用したシステムの応用研究及

び製品開発を行っております。一例としては、光、無線技術とＩＰ関連技術を応用した大口需要家向け

自動検針端末の開発があります。また、ＦＴＴＨ向けの光通信網の整備・拡大に対応した光コネクタ・

光カプラ等の光部品、小容量から大容量までの光ファイバーケーブル配線盤、そしてメディア・コンバ

ータ等の光伝送機器の研究開発に加え、新たに米国ＡＮデバイス社との共同開発なども開始し、付加価

値技術をグローバルに導入して、製品ラインナップの拡大を図っております。 

一般市販向け機器関連については、省エネ時代に即したエネルギーソリューション事業として、当社

のデマンドコントロール装置を核とし、ＩＰ技術を応用した「デマンド・マネジメント・サービス」事

業を展開しております。また、保安協会をターゲットとしたデマンドコントロール装置を開発し、新た

な分野での市場開拓を目指しております。 

ハンディターミナル検針関連につきましては、検針用ハンディターミナル及び携帯用サーマルプリン

ターの新機種が電力会社に採用されました。また、従来の検針機器に加え、検針危険箇所等での容易な

読み取りを可能とする新たなソリューションの研究開発を進めており、電力を中心にガス・水道の各事

業領域において事業の拡大を図ってまいります。 

なお、当事業の研究開発費は９億８千１百万円であります。 

*１ ＡＭＲ：Automated meter reading 

   ＡＭＭ：Automated meter management 

  



  

 (ロ) ＦＰＤ関連装置事業 

当事業につきましては、薄型テレビの普及拡大に伴い需要が拡大しているＰＤＰ及びＬＣＤ実装装置

を中心にパネルの大型化、高精細化に対応した技術開発を始め、今後市場の立ち上がりが期待されるＩ

Ｃカード・ＩＣタグ等のＲＦＩＤ関連製造装置の開発など、生産ライン自動化システムの分野での受注

生産を主に行っております。これらの技術開発は、各種装置を具現化するための要素技術開発であり、

個別オーダー対応で発生するカスタム開発に係る費用であることが多いため、主として製造原価で処理

しております。なお、個別オーダーに対応しない研究開発費は１千２百万円であり、一般管理費に計上

しております。 

  

 (ハ) 不動産事業につきましては、研究開発活動は行っておりません。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 財政状態について 

 
  

当社は平成１９年２月に㈱エネゲートの株式を取得し、当連結会計年度より連結子会社といたしま

した。なお、株式のみなし取得日を当年度末としているため、当年度は貸借対照表のみを連結してお

ります。これにより、同社の総資産約２４７億円、負債合計約４８億円、少数株主持分約９７億円が

加算されております。また、同社の株式取得資金調達のため、平成１９年３月に転換社債型新株予約

権付社債６０億円を発行しております。 

また、大崎エンジニアリング㈱は平成１８年１１月にジャスダック証券取引所に上場いたしまし

た。上場の際の公募増資等により２７億３千５百万円の資金を調達し、少数株主持分が１７億２千８

百万円増加、持分変動利益が１０億７百万円発生しております。 

 これらの結果、総資産は前年度末比２６０億２千５百万円増加、負債合計は１１９億８千７百万円

増加、少数株主持分は１１８億円増加し、自己資本比率は５６．３％から３７．８％へ低下しており

ます。 

  

(2) 経営成績の分析 

① 電力会社向け製品の価格低下と数量増加について 

計測制御機器事業における主要取引先である電力会社各社は、設備投資の抑制や資機材のコスト削

減など経営効率化を進めております。そうした環境下において、競合他社との競争激化により今後も

電子式電力量計を中心に販売価格の低下が予想されるなど、当社にとりましては厳しい経営環境が続

くものと思われます。 

その一方で、主要製品である電子式電力量計につきましては、家庭用電力量計はオール電化住宅の

普及拡大に牽引され需要の拡大に拍車が掛かりつつあり、その結果、当連結会計年度の販売台数は順

調に増加いたしました。他方、産業用電力量計につきましては前連結会計年度は電力自由化に伴いコ

ンビニエンスストア等の小売りチェーン店等が低圧電力契約から高圧電力契約へ切り替える動きがあ

ったこと等から特需となりましたが、当連結会計年度においては需要が一巡したため、期初の予想を

下回る結果となりました。家庭用電力量計の増加と産業用電力量計の減少の双方の要因により電子式

電力量計全体として売上高は僅かな増加に止まりました。 

電子式電力量計の今後の状況につきましては、産業用電力量計の販売数量は検定満了期間延伸の影

響もあり若干の減少になるものと予想されますが、家庭用電力量計については当連結会計年度に対し

２０～３０％程度の販売数量の増加となると想定しております。 

数量増加が見込まれる電子式電力量計につきましては、今後とも低コストかつ多機能で信頼性の高

い製品開発に総力をあげて取り組んでまいります。また、原材料価格が上昇するなど厳しい環境下で

はありますが、生産部門ではなお一層の原価低減に向け材料や部品のコスト削減を始め製造工程の改

善を図るなど徹底したコストダウンを進め競争力の強化に努めてまいります。 

項目
前連結会計年度

（平成18年３月31日）
当連結会計年度

（平成19年３月31日）
増 減

総資産額(百万円) 41,236 67,262 26,025

負債合計額(百万円) 17,153 29,140 11,987

少数株主持分(百万円) 882 12,683 11,800

自己資本比率(％) 56.3 37.8 △18.5



  

② ＦＰＤ関連装置事業について 

当事業を営んでおります当社の連結子会社である大崎エンジニアリング㈱は平成１８年１１月２０

日にジャスダック証券取引所に上場いたしました。各種スポーツイベントや地上波デジタル放送の本

格稼働を追い風に薄型テレビは普及拡大が続いており、大画面化、高画質化に伴いパネルメーカー各

社は継続して設備投資を行っているため主力のＦＰＤ製造装置需要は前年度に続き拡大し、当事業の

売上高は前年度比１６．０％増の１０１億１千２百万円となりました。営業利益は売上高の増加によ

り前年度比１０．８％増の１８億８千７百万円となりました。 

 ＦＰＤ関連装置に対する需要は特に大型ディスプレイ製造装置を中心として今後とも拡大していく

ことが予想されることから生産体制を増強し、拡大する需要への対応を図ってまいります。また、今

後の低価格化に伴い流通分野、金融分野向け等での市場の進展が期待出来るＩＣカード・ＩＣタグ関

連装置を当社の優位性が発揮できる戦略製品として位置付け、新製品の開発に注力してまいります。

  

なお、上記において将来予想に関する記述は、当社が有価証券報告書提出日現在において合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと異なることがあります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、生産能力の維持・増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした設備投資を継続

的に実施しております。当連結会計年度は６億８千８百万円の設備投資を実施いたしました。 

計測制御機器事業では電力量計関連設備を中心に６億４千３百万円投資いたしました。 

ＦＰＤ関連装置事業では２千１百万円投資いたしました。 

不動産事業では２千３百万円投資いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「その他」は、工具器具備品であります。 

２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 本社の建物及び構築物、土地には、大崎エステート㈱から賃借している設備を含めております。 

５ 賃貸用不動産は、連結子会社以外へ賃貸しております。 

  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「その他」は、工具器具備品であります。 

   ２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 大崎エステート㈱の賃貸用不動産は、連結会社以外へ賃貸しております。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

埼玉事業所 
(埼玉県三芳町)

計測制御機器事業
生産・ 
研究設備

823 712
110

(41,789)
349 1,995 357

本社 
(東京都品川区)

計測制御機器事業 
不動産事業

その他設備 484 15
414
(456)

97 1,010 108

賃貸用不動産 
(東京都大田区 
 他1ヶ所)

不動産事業 土地・建物 891 －
897

(5,564)
0 1,788 －

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱エネゲー
ト

本社・工場 
(大阪市北区)

計測制御機器
事業

生産設備 601 170
369

(2,595)
57 1,198 120

㈱エネゲー
ト

千里丘事業所 
(大阪府摂津
市)

計測制御機器
事業

生産設備 565 382
4,884 

(32,063)
197 6,030 247

㈱エネゲー
ト

尼崎事業所 
(兵庫県尼崎
市)

計測制御機器
事業

生産設備 167 93
711 

(5,801)
25 998 91

㈱エネゲー
ト

京都事業所 
(京都市南区)

計測制御機器
事業

生産設備 119 122
606 

(4,195)
5 854 40

大崎電気シ
ステムズ㈱

千葉工場 
(千葉県長柄
町)

計測制御機器
事業

生産設備 285 94
168

(31,316)
10 559 87

大崎エンジ
ニアリング
㈱

本社・テクニ
カルセンター 
(埼玉県入間
市)

FPD関連装置
事業

生産設備 756 8
915

(9,427)
8 1,688 141

大崎エステ
ート㈱

賃貸用不動産 
(東京都港区
他３ヶ所)

不動産事業 土地・建物 1,125 －
2,023
(2,887)

3 3,152 －



(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「その他」は、工具器具備品であります。 

   ２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備の新設等 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

ただし、上記計画は、近隣地区に適当な用地を確保することが困難となったため、既存の用地に工場

を増設する計画に変更いたしました。変更後の計画は次のとおりであります。 

  

平成19年４月20日現在 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特に記載すべき事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

PT. 
METBELOSA

本社・工場 
(インドネ
シアジャカ
ルタ市)

計測制御機器
事業

生産設備 8 101
6

(17,785)
19 135 208

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手
年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

大崎エンジニ
アリング㈱

テクニカルセ
ンター 
（埼玉県入間
市）

FPD関連装置
事業

工場新設 800 ―
自己
資金

平成19年
２月

平成20年 
１月

生 産 ス ペ
ース拡張 
(40%増)

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手
年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

大崎エンジニ
アリング㈱

テクニカルセ
ンター 
（埼玉県入間
市）

FPD関連装置
事業

工場増設 410 ―
自己
資金

平成19年
５月

平成19年 
９月

生 産 ス ペ
ース拡張 
(51%増)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）提出日現在発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 38,550,684 38,550,684
東京証券取引所
市場第一部

―

計 38,550,684 38,550,684 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

  
新株予約権付社債 

 会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を

発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式

において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社の保有するものを除く。）の総数をいう。 
  

   
     また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行が行われる場合その他

一定の場合にも適宜調整されることがある。 

  

２ 本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予

約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

  

３ (イ) 当社が組織再編等を行う場合、(ⅰ)その時点において（法律の公的又は司法上の解釈又は適用を考慮し

た結果）法律上実行可能であり、(ⅱ)その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能であ

り、かつ(ⅲ)その全体において当社が不合理であると判断する費用又は支出（租税負担を含む。）を当社

又は承継会社等（以下に定義する。）に生じさせることなく実行可能であるときは、当社は、承継会社等

をして、本社債の債務者とするための本新株予約権付社債の要項に定める措置及び本新株予約権に代わる

新たな新株予約権の交付をさせる最善の努力をしなければならない。かかる場合、当社は、当該組織再編

等の効力発生日において承継会社等が日本の上場会社となるよう最善の努力をしなければならない。「承

継会社等」とは、組織再編等における相手方であって本新株予約権付社債又は本新株予約権に係る当社の

義務を引き受ける会社を総称していうものとする。 

2012年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（2007年３月５日（チューリッヒ時間）発行）

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個)   6,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)
行使請求に係る本社債の額面
金額の総額を下記転換価額で
除した数

同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)       1,423 (注)１ 同左

新株予約権の行使期間
自 2007年３月19日
至  2012年２月20日 
(チューリッヒ時間) 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1,423
資本組入額   712

同左

新株予約権の行使の条件
一部行使はできないものとす
る

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本社債からの分離譲渡はでき
ない

同左

代用払込みに関する事項 (注)２ 同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

(注)３ 同左

新株予約権付社債の残高(百万円)   6,000 同左

既発行株式数＋
発行又は処分株式数×１株あたり払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数



  

  (ロ) 上記(イ)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。 

   ①新株予約権の数 

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株

予約権の数と同一の数とする。 

   ②新株予約権の目的である株式の種類 

    承継会社等の普通株式とする。 

   ③新株予約権の目的である株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。な

お、転換価額は上記(注)１と同様の調整に服する。 

   (ⅰ) 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普

通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領

できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はそ

の他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得

られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。 

  (ⅱ) 組織再編等の場合（当社及び承継会社等が上記(ⅰ)の代わりに本(ⅱ)の適用を選択した場合には、

合併、株式交換又は株式移転の場合を含む。）には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予

約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再

編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を

定める。 

   ④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された社債を出資するものとし、当該社債の価額

は、本社債の額面金額と同額とする。 

   ⑤新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編等の効力発生日から当該効力発生日の14日後の日までの間の当社又は承継会社等が指定

する日から、本新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

   ⑥その他の新株予約権の行使の条件 

     各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

   ⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第40条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金

等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

   ⑧組織再編等が生じた場合 

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。 

   ⑨その他 

承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された社債と分離して譲渡できない。 

  (ハ) 当社は、上記(イ)の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場

合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要項に従

う。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、転換社債の転換によるものであります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 自己株式746,165株は「個人その他」に746単元、「単元未満株式の状況」に165株含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成８年４月１日 
から 

平成９年３月31日
1,382 38,550 510 4,686 509 4,768

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 51 26 123 80 1 2,444 2,725 ―

所有株式数 
(単元)

― 13,826 284 8,657 4,597 1 10,751 38,116 434,684

所有株式数 
の割合(％)

― 36.27 0.75 22.71 12.06 0.00 28.21 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 次の法人から、大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、

当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮

しておりません。 

① 平成19年４月３日付大量保有報告書（報告義務発生日 平成19年３月29日） 

 
  

② 平成19年２月７日付大量保有報告書（報告義務発生日 平成19年１月31日） 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

中央区晴海１丁目８－11 2,825 7.32

東京電力株式会社 千代田区内幸町１－１－３ 1,779 4.61

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内２丁目７－１ 1,724 4.47

渡邊和子 東京都港区 1,470 3.81

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

港区浜松町２丁目11－３ 1,356 3.51

野村信託銀行株式会社（投信
口）

千代田区大手町２丁目２－２ 1,139 2.95

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通２丁目１－82 1,109 2.87

富国生命保険相互会社 常任代
理人 資産管理サービス信託銀
行株式会社

中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

1,104 2.86

渡邊佳英 東京都港区 1,079 2.79

大崎電気工業取引先持株会 品川区東五反田２－２－７ 1,030 2.67

計 ― 14,617 37.91

提出者又は共同保有者名
保有株式数
(千株)

株式保有割合
(％)

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社 555 1.41

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 1,916 4.88

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ(Barclays 
Global Investors, N.A)

724 1.84

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド(Barclays 
Global Investors Ltd)

614 1.56

バークレイズ・バンク・ピーエルシー(Barclays Bank PLC Ltd) 737 1.88

バークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド(Barclays 
Capital Securities Ltd)

53 0.13

バークレイズ・キャピタル証券株式会社 72 0.18

計 4,671 11.89

提出者又は共同保有者名
保有株式数
(千株)

株式保有割合
(％)

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 2,001 5.19



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 746,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 280,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,090,000
37,090 ―

単元未満株式  
普通株式 434,684 ― ―

発行済株式総数 38,550,684 ― ―

総株主の議決権 ― 37,090 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
大崎電気工業株式会社

東京都品川区東五反田 
二丁目２番７号

746,000 ― 746,000 1.93

(相互保有株式) 
株式会社キューキ

福岡市南区清水 
四丁目19番18号

280,000 ― 280,000 0.72

計 ― 1,026,000 ― 1,026,000 2.66



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 
    該当事項はありません。 

  
(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
  

   旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 23,150 24,763,482

当期間における取得自己株式 4,900 5,933,123

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(市場で売却) ― ― ― ―

保有自己株式数 746,165 ― 751,065 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営政策の一つとして位置づけており、株主に対し安定的な配

当を継続することを前提として、更に業績に応じた成果の配分を行うことを基本方針としております。ま

た、内部留保金につきましては、長期的な企業価値の拡大を目指し、競争力強化のための研究開発投資や

設備投資の原資とするとともに、今後の事業展開に有効活用し業績の向上に努めてまいります。 

当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年

２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であ

ります。 

当事業年度の配当金につきましては、上記の方針に基づき１株当たり１６円（うち中間配当金６円５０

銭）としております。 

  
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成18年11月20日 
取締役会決議

245 6.50

平成19年６月28日 
定時株主総会決議

359 9.50

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 640 621 659 1,488 1,367

最低(円) 292 320 397 546 805

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,169 913 948 1,069 1,140 1,199

最低(円) 860 805 880 840 999 1,010



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長 
代表取締役

渡 邊 佳 英 昭和23年７月31日生

昭和52年１月 株式会社野村総合研究所入社

平成18年

６月から

２年

1,079

〃 55年７月 当社入社取締役

〃 59年７月 常務取締役営業本部長

〃 61年１月 常務取締役システム・機器事業部

長兼新製品開発室長

〃 61年７月 専務取締役システム・機器事業部

長兼新製品開発室長

 〃 62年６月 取締役副社長(代表取締役)

 〃 63年11月 取締役社長(代表取締役)(現任)

 平成元年１月 東北計器工業株式会社取締役(現

任)

 〃 元年３月 九州電機製造株式会社(現株式会

社キューキ)取締役(現任)

 〃 ２年４月 大崎エンジニアリング株式会社代

表取締役社長

 〃 10年４月 大崎エンジニアリング株式会社代

表取締役会長

 〃 17年６月 大崎エンジニアリング株式会社取

締役会長

 〃 17年７月 PT. METBELOSA 監査役会議長(現

任)

 〃 19年６月 大崎エンジニアリング株式会社取

締役名誉会長(現任)

取締役副社長 
代表取締役

社長補佐 松 井 義 雄 昭和16年２月25日生

 平成14年４月 野村證券株式会社顧問 平成18年

６月から

２年

12 〃 14年６月 当社監査役

 〃 16年６月 取締役副社長(代表取締役)(現任)

専務取締役
営業・国際 

事業管掌
渡 邊 光 康 昭和30年５月２日生

 昭和58年８月 株式会社野村総合研究所入社

平成18年

６月から

２年

190

 〃 61年８月 当社入社

 〃 62年６月 埼玉工場長

 〃 63年６月 取締役埼玉工場長

 平成２年６月 取締役電力事業部副事業部長兼埼

玉工場長

 〃 ４年６月 当社取締役システム・機器事業部

長兼技術開発本部副本部長

 〃 ５年３月 北海道大崎電気株式会社代表取締

役(現任)

 〃 ６年６月 当社常務取締役技術開発本部長

 〃 ７年12月 PT. METBELOSA 監査役会 副議長

(現任)

 〃 12年５月 大崎電気システムズ株式会社代表

取締役会長(現任)

 〃 16年６月 当社専務取締役(現任)

専務取締役
営業・管理 

管掌
梅 内 克 範 昭和19年２月21日生

 平成13年10月 株式会社テプコシステムズ常務取

締役 平成18年

６月から

２年

4
 〃 16年６月 当社入社常務取締役

 〃 18年６月 専務取締役(現任)

常務取締役 管理本部長 川 端 晴 幸 昭和23年２月１日生

 昭和45年４月 当社入社

平成18年

６月から

２年

39

 平成４年６月 電力営業第一部長

 〃 12年６月 取締役営業本部電力一部長兼マー

ケティング室長

 〃 14年５月 取締役営業本部マーケティング室

長兼システム・機器部長、特機部

担任

 〃 16年６月 常務取締役管理本部長兼総務部長

 〃 17年６月 常務取締役管理本部長(現任)



 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役
技術開発 
本部長

吉 野   伸 昭和25年６月26日生

 平成13年４月 株式会社東芝社会インフラシステ

ム社制御・計測システム技師長

平成18年

６月から

２年

5

 〃 15年８月 当社入社技術開発本部副本部長

 〃 16年６月 取締役技術開発本部長

 〃 18年６月 常務取締役技術開発本部長兼研究

開発センター長

 〃 19年６月 常務取締役技術開発本部長(現任)

常務取締役 営業本部長 飛 澤 久 夫 昭和24年９月28日生

 昭和47年４月 当社入社

平成18年

６月から

２年

7

 平成12年１月 技術開発本部副本部長兼研究開発

センター長

 〃 12年６月 取締役技術開発本部副本部長兼研

究開発センター長

 〃 16年６月 取締役営業本部副本部長兼マーケ

ティング室長兼システム・機器部

長

 〃 18年６月 取締役営業本部長兼マーケティン

グ室長

 〃 19年６月 常務取締役営業本部長(現任)

取締役 経営企画室長 高 野 澄 雄 昭和25年６月９日生

 昭和49年４月 当社入社 平成18年

６月から

２年

7 平成10年１月 経理部長

 〃 12年６月 取締役経営企画室長(現任)

取締役 生産本部長 石 田 義 一 昭和21年９月１日生

 平成６年８月 株式会社日立製作所電化機器事業

部多賀本部産業機器設計部主任技

師

平成18年

６月から

２年

2

 〃 ９年４月 当社入社

 〃 10年４月 埼玉工場開発部長

 〃 12年１月 技術開発本部研究開発センター電

子計器グループマネージャー

 〃 16年６月 取締役技術開発本部副本部長兼研

究開発センター長

 〃 18年６月 取締役生産本部長(現任)

取締役 特命事項担当 広 島 輝 文 昭和23年11月３日生

 平成10年７月 株式会社東京三菱銀行営業第二本

部営業第三部長 平成18年

６月から

２年

7 〃 12年６月 当社入社取締役国際事業部長

 〃 17年４月 取締役欧州地区担当

 〃 18年６月 取締役特命事項担当(現任)

取締役
技術開発本部 
副本部長

平 野 義 夫 昭和22年１月24日生

 平成９年６月 東京電力株式会社東京支店新宿電

力所長

平成18年

６月から

２年

5

 〃 14年６月 当社入社取締役営業本部副本部長

 〃 16年６月 取締役営業本部副本部長兼情報通

信部長

 〃 18年６月 取締役技術開発本部副本部長(現

任)

取締役

管理本部 
副本部長兼 
総務部長兼 
人事部長

根 本 和 郎 昭和28年10月22日生

 昭和52年４月 当社入社

平成18年

６月から

２年

5

 平成12年６月 経理部長

 〃 17年６月 総務部長

 〃 18年６月 取締役総務部長兼人事部長

 〃 19年６月 取締役管理本部副本部長兼総務部

長兼人事部長(現任)

取締役
情報通信事業

部長
永 井 治 雄 昭和21年11月16日生

 〃 12年６月 株式会社守谷商会取締役第５事業

グループ長兼大阪支店長 平成19年

６月から

１年

1 〃 15年９月 当社入社理事営業本部電力三部長

 〃 18年６月 理事情報通信事業部長

 〃 19年６月 取締役情報通信事業部長(現任)



 
(注) １ 取締役社長渡邊佳英、専務取締役渡邊光康の両氏は兄弟であります。 

２ 取締役永井治雄、取締役山中利雄の両氏は、平成19年６月の定時株主総会において補欠選任されたため、任

期は１年となります。 

３ 監査役のうち、阿蒜達雄、柳孝一の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 経理部長 山 中 利 雄 昭和25年６月20日生

 昭和48年４月 当社入社

平成19年

６月から

１年

5

 平成12年12月 岩手大崎電気株式会社代表取締役

社長

平成14年11月 大崎データテック株式会社取締役

管理部長

平成17年６月 当社経理部長

平成19年６月 取締役経理部長(現任)

取締役 尾 崎 晋 児 昭和17年９月17日生

 昭和40年３月 当社入社

平成18年

６月から

２年

12

 平成元年５月 千葉工場長

  〃 ２年６月 取締役千葉工場長

  〃 ３年７月 取締役システム・機器事業部副事

業部長兼千葉工場長

  〃 ６年６月 取締役システム・機器事業部長

  〃 ９年６月 常務取締役電力事業部長

  〃 12年６月 常務取締役営業本部長

  〃 18年６月 専務取締役

  〃 19年６月 取締役(現任)、株式会社エネゲー

ト代表取締役副社長(現任)

常勤監査役 金 子 忠 史 昭和16年３月９日生

 昭和38年４月 当社入社

平成18年

６月から

４年

9

 平成３年１月 埼玉工場副工場長兼業務部長

 〃 ４年６月 取締役埼玉工場長

 〃 ８年６月 九州電機製造株式会社常務取締役

企画部長

 〃 13年６月 当社取締役生産本部副本部長

 〃 14年６月 常務取締役生産本部長

 〃 18年６月 常勤監査役(現任)

監査役 豊 田 彦 治 昭和16年９月６日生

 昭和39年３月 当社入社

平成16年

６月から

４年

17

 平成８年６月 総務部長

 〃 10年６月 取締役管理本部副本部長兼総務部

長

 〃 16年６月 監査役(現任)

監査役 阿 蒜 達 雄 昭和15年12月25日生

 平成13年４月 SMBCコンサルティング株式会社代

表取締役会長

平成19年

６月から

４年

―

 〃 14年６月 当社監査役(現任)

 〃 14年12月 SMBCコンサルティング株式会社代

表取締役会長兼社長

 〃 16年５月 財団法人日本タイ協会理事長

 〃 18年６月 同理事(現任)

監査役 柳   孝 一 昭和16年９月１日生

 平成10年４月 早稲田大学大学院アジア太平洋研

究科(MBA)教授 平成16年

６月から

４年

― 〃 16年６月 当社監査役(現任)

 〃 19年４月 早稲田大学ビジネススクール教授

(現任)

計 1,407



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主をはじめとする利害関係者の利益を重視し永続的な企業価値の最大化を実現していく上

で、コーポレート・ガバナンスの充実は極めて重要な経営課題であると認識しております。今後も一層

の経営の効率性、透明性を高め、公正な経営の実現に取り組んでまいります。また経営の透明性を高め

るため積極的かつ迅速な情報開示に努め、インターネットを通じた企業内容の開示などディスクロージ

ャーの充実に努めてまいります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  

 ① コーポレート・ガバナンスの体制 

当社は監査役制度を採用しております。取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項や経営

に関する重要事項を決定するとともに業務の執行状況を監督する機関と位置づけております。現時点

の役員構成は取締役15名、監査役は４名でうち２名が社外監査役となっております。取締役会は原則

として毎月１回開催するほか必要に応じて開催し、経営環境の変化に機動的に対応し効率的な運営に

努めております。また取締役会の補佐機能として、常務以上で構成される経営会議を原則週１回開催

し、日常の業務執行に関する意思決定ならびに経営課題等に関する論議を行っております。各監査役

は取締役会等の重要な会議に出席するほか、日常監査活動に加え、本部・事業部・室及び子会社の往

査を積極的に実施し監査の充実を図っております。また、会計監査人である監査法人原会計事務所及

び経営監査室とは定期的な会合のほか、随時、情報・意見交換を行うなど、緊密に連携しています。

コンプライアンス（法令遵守）につきましては、すべての法令及び社会的規範の遵守に向けコンプ

ライアンス委員会を設置し、趣旨の徹底を図るため大崎電気グループ企業行動憲章を制定し、従業員

の遵守意識向上ならびに体制の整備を推進しております。 

内部監査につきましては、独立した組織として経営監査室を設置し有資格の監査員を含む２名を配

置しております。同室では当社及び子会社の内部監査を計画的に行うことで、業務の適正性や効率性

を監査しコンプライアンスの強化・改善に努めております。また、コンプライアンス体制をさらに強

化するため、内部通報制度として副社長を責任者とし経営監査室を窓口とする大崎電気グループヘル

プライン制度を新設し、平成１８年４月から運用を開始しました。 

なお法律上、会計上の問題に関しましては顧問弁護士、公認会計士等の有識者のアドバイスを適宜

受け法令遵守に努めております。 

  



なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次の通りです。 

  

 

  

  

 ② 内部統制システムの整備の状況 

上記の体制の実効性を高めるため、当社は平成１８年５月１０日の取締役会にて内部統制基本方針

を制定し、以下のとおり運用しております。 

  

(イ) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・コンプライアンス委員会を設置し、役職員が法令・定款、社内規程及び社会規範等を遵守する

ための行動 憲章を定め、その周知徹底と遵守の推進を図る。 

・ヘルプライン制度責任者（代表取締役副社長）及び担当者は、その適切な運営により、役職員

の法令違反や不正行為等の早期発見と是正を図り、コンプライアンス体制の強化に努める。 

  

(ロ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱については、取締役会規程ほか社内規程に従い、

職務の執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理する。 

・取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。 

  

(ハ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・コンプライアンス、品質、環境、製造物責任、輸出管理に係るリスクについては、横断的なリ

スクマネージメントを行うためそれぞれ委員会を設置し、適時適切な対応を図る。 

・経営監査室を設置し、代表取締役副社長を責任者として内部監査を実施する。 

・経営監査室は、内部監査により各部門ごとのリスク管理状況を監査する。その結果を定期的に

取締役会に報告し、取締役会において改善策を審議決定する。 

  



(ニ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・毎期初に役職員が共有する全社的な目標を定め、この目標達成に向けて各部門が具体的な年度

事業計画を策定する。また、月次・四半期ごとに目標の達成をレビューし、結果をフィードバ

ックすることにより、業務の有効性・効率性を確保する。 

・取締役会は原則として毎月１回開催するほか必要に応じて開催し、経営環境の変化に機動的に

対応し効率的な運用に努める。 

・原則として常務取締役以上で構成される経営会議を原則週１回開催し、企業集団に影響を及ぼ

す経営課題等について多面的な検討、協議を行う。その結果、取締役会にて決議すべき事項に

ついては、改めて付議、審議を行う。 

・日常業務は、職務権限規程、稟議規程等に基づき業務を遂行する。 

  

(ホ) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・子会社管理を担当する経営企画室は、関係部署と連係し、子会社各社における内部統制体制の

実効性を高めるための諸施策を立案・実施し、子会社への指導・支援等を行う。 

・経営監査室は、子会社各社と協議のうえ内部監査を計画的に実施して業務の適正性や効率性を

監査し、コンプライアンス体制の強化・改善を図る。 

・グループヘルプライン制度により、企業集団における役職員の法令違反や不正行為等の早期発

見と是正を図り、コンプライアンス体制の強化に努める。 

  

(へ) 監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・監査役の職務を補助すべき専任の使用人を配置することとする。 

・監査役の職務を補助すべき使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず監査役の指揮命令

下で職務を遂行し、その人事異動については監査役の同意を得る。 

  

(ト) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正の事実または企業

集団に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役会に報告する。 

・取締役及び使用人は、法定の事項に加え、企業集団に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実

施状況、ヘルプライン制度による通報状況及びその内容を遅滞なく監査役会に報告する。 

  

(チ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・取締役会は、業務の適正を確保するため、取締役会、経営会議等重要な会議への監査役の出席

を確保する。 

・代表取締役は監査役と定期的に意見交換する機会を確保する。 

  



(3) 会計監査の状況 

 当社は、監査法人原会計事務所と監査契約を結び、会計監査を受けております。 

 当社の会計監査を執行した公認会計士は次のとおりであります。 

  ・業務を執行した公認会計士の氏名 

    利穂忠一（継続監査年数34年）、松木良幸（継続監査年数11年） 

  ・会計監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士 ２名、 その他 １名 

  

(4) 役員報酬および監査報酬 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する報酬、当社の会計監査人である監査法人原

会計事務所に対する報酬は以下のとおりであります。 

  

① 役員報酬の内容 

 
(注) １．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．取締役の報酬等の総額には、平成19年６月定時総会終結時をもって退任した取締役２名の退職慰労金が含

まれております。 

３．上記のうち社外役員（社外監査役）に対する報酬額は、２名14百万円であります。 

  

② 監査報酬の内容 

 
  

(5) 当社定款における定めの概要 

・取締役の員数を１５名以内と定めるほか、株主総会における取締役の選任決議について、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数を

もって行い、累積投票によらないものと定めています。 

・自己の株式の取得について、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法第１６５

条第２項に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる

旨を定めています。 

・株主総会の特別決議要件について、定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的として、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定めています。 

  

(6) 社外取締役及び社外取締役との関係 

当社に社外取締役はおりません。当社と社外監査役との間には、特別の利害関係はありません。 

  

支給人員 

（名）

報酬等の総額 

（百万円）

取締役 15 259

監査役 4 41

計 19 301

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    30百万円

 社債発行時の書類作成に対する報酬            1百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、監査法人原会計事務所により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,569 4,819

 ２ 受取手形及び売掛金 ※6 6,573 10,891

 ３ たな卸資産 7,999 8,960

 ４ 繰延税金資産 545 1,170

 ５ 預け金 － 6,394

 ６ その他 638 926

 ７ 貸倒引当金 △57 △102

   流動資産合計 20,268 49.2 33,059 49.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※2

  １ 建物及び構築物 11,575 17,529

    減価償却累計額 6,460 5,114 11,003 6,525

  ２ 機械装置及び運搬具 5,219 10,611

    減価償却累計額 4,226 993 8,608 2,003

  ３ 土地 4,825 12,015

  ４ 建設仮勘定 14 133

  ５ その他 4,275 7,144

    減価償却累計額 3,717 557 6,194 950

   有形固定資産合計 11,506 27.9 21,628 32.1

 (2) 無形固定資産 400 0.9 856 1.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※1 7,860 8,319

  ２ 繰延税金資産 88 1,381

  ３ その他 ※1 1,120 2,029

  ４ 貸倒引当金 △7 △11

   投資その他の資産合計 9,062 22.0 11,718 17.4

   固定資産合計 20,968 50.8 34,202 50.8

   資産合計 41,236 100 67,262 100



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※6 5,840 7,269

 ２ 短期借入金 ※2 549 381

 ３ 未払法人税等 1,288 810

 ４ 賞与引当金 721 1,217

 ５ 役員賞与引当金 － 38

 ６ その他 ※3 3,441 3,516

   流動負債合計 11,841 28.7 13,233 19.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 － 6,000

 ２ 長期借入金 ※2 3,367 3,770

 ３ 退職給付引当金 502 659

 ４ 役員退職慰労引当金 137 210

 ５ 連結調整勘定 89 －

 ６ 負ののれん － 1,560

 ７ 繰延税金負債 1,167 3,637

 ８ その他 47 67

   固定負債合計 5,311 12.9 15,907 23.6

   負債合計 17,153 41.6 29,140 43.3

(少数株主持分)

  少数株主持分 882 2.1 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,686 11.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 4,768 11.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 12,012 29.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,374 5.8 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △364 △0.9 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※7 △277 △0.7 ― ―

   資本合計 23,200 56.3 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

41,236 100 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,686 7.0

 ２ 資本剰余金 ― ― 4,768 7.1

 ３ 利益剰余金 ― ― 14,387 21.4

 ４ 自己株式 ― ― △301 △0.5

   株主資本合計 ― ― 23,541 35.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
      評価差額金

― ― 2,226 3.3

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △329 △0.5

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,897 2.8

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 12,683 18.9

   純資産合計 ― ― 38,121 56.7

   負債純資産合計 ― ― 67,262 100



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 32,180 100 36,282 100

Ⅱ 売上原価 21,407 66.5 25,340 69.8

   売上総利益 10,772 33.5 10,942 30.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 6,822 21.2 7,184 19.8

   営業利益 3,950 12.3 3,758 10.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 3 2

 ２ 受取配当金 82 99

 ３ 為替差益 18 －

 ４ 連結調整勘定償却額 89 －

 ５ 負ののれん償却額 － 89

 ６ 移転補償金 － 39

 ７ 雑収入 82 276 0.9 70 301 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 84 92

 ２ 為替差損 ― 3

 ３ コミットメントライン費 
   用

78 32

 ４ タームローン費用 20 1

 ５ 雑損失 40 224 0.7 119 248 0.7

   経常利益 4,002 12.4 3,811 10.5

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 609 32

 ２ ゴルフ会員権等売却益 10 －

 ３ 持分変動損益 ― 620 1.9 1,007 1,039 2.9

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※3 538 4

 ２ 固定資産除却損 ※4 32 22

 ３ ゴルフ会員権等評価損 30 15

 ４ 減損損失 ※5 118 720 2.2 － 42 0.1

   税金等調整前当期純利益 3,903 12.1 4,809 13.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,527 1,258

   法人税等調整額 14 1,542 4.8 199 1,457 4.0

   少数株主利益 293 0.9 369 1.0

   当期純利益 2,066 6.4 2,982 8.2



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,768

Ⅱ 資本剰余金期末残高 4,768

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,438

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 2,066 2,066

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 435

 ２ 役員賞与 57

   (うち監査役賞与) (5) 492

Ⅳ 利益剰余金期末残高 12,012



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 12,012 △277 21,190

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △548 △548

 利益処分による役員賞与 △59 △59

 当期純利益 2,982 2,982

 自己株式の取得 △24 △24

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計(百万円) － － 2,375 △24 2,350

平成19年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 14,387 △301 23,541

評価・換算差額等
少数株主
持    分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,374 △364 2,010 882 24,083

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △548

 利益処分による役員賞与 △59

 当期純利益 2,982

 自己株式の取得 △24

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△147 34 △112 11,800 11,688

連結会計年度中の変動額合計(百万円) △147 34 △112 11,800 14,038

平成19年３月31日残高(百万円) 2,226 △329 1,897 12,683 38,121



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 3,903 4,809

   減価償却費 822 846

   減損損失 118 －

   貸倒引当金の増加額(△減少額) 9 21

   賞与引当金の増加額(△減少額) 6 13

   役員賞与引当金の増加額(△減少額) － 26

   退職給付引当金の増加額(△減少額) △239 △297

   受取利息及び受取配当金 △86 △101

   支払利息 84 92

   固定資産売却損 538 4

   固定資産除却損 32 22

   投資有価証券売却益 △609 △32

   ゴルフ会員権等売却益 △10 －

   ゴルフ会員権等評価損 30 15

   持分変動損益 － △1,007

   売上債権の減少額(△増加額) 136 △1,584

   たな卸資産の減少額(△増加額) △4,399 662

   仕入債務の増加額(△減少額) 2,346 1,251

   前受金の増加額（△減少額） 1,422 △1,353

   その他 △277 163

    小計 3,827 3,552

   利息及び配当金の受取額 86 101

   利息の支払額 △88 △89

   法人税等の支払額 △542 △1,754

   営業活動によるキャッシュ・フロー 3,283 1,810

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △599 △729

   有形固定資産の売却による収入 15 39

   無形固定資産の取得による支出 △49 △21

   投資有価証券の取得による支出 △197 △638

   投資有価証券の売却による収入 1,272 74

   連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得 ※2 － △2,156

   その他 33 △103

   投資活動によるキャッシュ・フロー 476 △3,535

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額(△減少額) △158 △391

   長期借入れによる収入 1,500 1,500

   長期借入金の返済による支出 △149 △886

   社債の発行による収入 － 6,000

      社債の償還による支出 △2,500 －

   少数株主からの払込みによる収入 131 2,735

   自己株式の取得による支出 △31 △24

   配当金の支払額 △435 △548

   その他 △19 △20

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,662 8,364

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 5 5

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) 2,102 6,645

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,466 4,569

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 4,569 11,214



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数        11社

連結子会社の名称

「第１ 企業の概況  ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。 

 

 

 

 

 

(2) 非連結子会社名

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであります。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数        12社

連結子会社の名称

「第１ 企業の概況  ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。 

 株式会社エネゲートは、平成19年２月９日の株

式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社と

なりました。なお、みなし取得日を当連結会計年

度末としているため、当連結会計年度は貸借対照

表のみを連結しております。

(2) 主要な非連結子会社名

  北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

同  左

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社または関連会社数

                 ―社

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社または関連会社数

                  ―社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名

称

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(持分法を適用しない理由)

 持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、これらの会社に対する投

資については、持分法を適用せず原価法により評価

しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のう

ち主要な会社等の名称

同  左

(持分法を適用しない理由)

同  左

(3) 他の会社等の議決権の20％以上、50％以下を自己の

計算において所有しているにもかかわらず関連会社

としなかった当該他の会社等の名称

株式会社キューキ

東北計器工業株式会社

(関連会社としなかった理由)

 当社は上記２社の議決権の27％、20％を所有して

おりますが、２社は、それぞれ、九州電力株式会

社、東北電力株式会社の子会社であること、２電力

会社向けの製品については、各電力会社の発注に基

づき上記２社を経由して受注している関係にあるこ

とから、当社は上記２社の財務及び営業または事業

の方針の決定に対して重要な影響を与えることはで

きないと認められるためであります。

(3) 他の会社等の議決権の20％以上、50％以下を自己の

計算において所有しているにもかかわらず関連会社

としなかった当該他の会社等の名称

同  左

(関連会社としなかった理由)

同  左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、PT.  METBELOSA及びOSAKI 

METER SALES, INC.の決算日は12月31日であります

が、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同  左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

主として移動平均法による原価法によっており

ます。(個別受注生産品については個別法によ

る原価法によっております。)

ｂ 原材料、貯蔵品

主として移動平均法による原価法によっており

ます。

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によ

っております。(評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。)

時価のないもの

 移動平均法による原価法によっております。

 なお、投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（証券取引法第２条２項により

有価証券とみなさるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

同  左

ｂ 原材料、貯蔵品

同  左

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によ

っております。(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。)

時価のないもの

同  左

③デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

  時価法によっております。

 ③         ―――

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は、主として定率法を

採用しております。ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設備は除く)については

定額法によっております。

 なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

 在外連結子会社は主として定額法を採用してお

ります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同  左

②無形固定資産

 定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

②無形固定資産

同  左

③長期前払費用

均等償却をしております。

③長期前払費用

同  左

(3)          ――― (3) 重要な繰延資産の処理方法

 社債発行費及び株式交付費については、発生時

に全額費用として処理しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

②賞与引当金

 従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

 ③         ―――

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(主として10年)による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 

⑤役員退職慰労引当金

 連結子会社１社については、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同  左 

 

 

 

②賞与引当金

同  左

③役員賞与引当金

 連結子会社３社については、役員賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(主として10年)による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

 なお、当社は平成19年４月１日付で、適格退職

年金制度から確定給付企業年金制度及び確定拠出

年金制度に移行いたしました。この制度移行によ

る退職給付制度の一部終了が翌連結会計年度の連

結財務諸表に与える影響額は退職給付引当金の減

少71百万円及び同額の特別利益の計上でありま

す。

⑤役員退職慰労引当金

 連結子会社２社については、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び

負債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日

における直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部における為替換

算調整勘定に含めております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び

負債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日

における直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採用しております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)金利スワップ

(ヘッジ対象)借入金の利息

 ③ヘッジ方針

 当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っております。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要件を満たしておりま

すので、有効性の評価を省略しております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(6) 重要なリース取引の処理方法

同  左 

 

 

 

(7) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

③ヘッジ方針

同    左 

 

 

④ヘッジ有効性評価の方法

同  左 

 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左 

 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同  左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

 連結調整勘定は、５年間で均等償却しておりま

す。

６          ―――

７           ――― ７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

当連結会計年度末に計上したものを除き５年間で均等

償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

利益処分又は損失処理の取扱方法

 連結会計年度中に確定した利益処分または損失

処理に基づいております。

８          ―――

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資からなっております。

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同  左



(会計処理の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 （固定資産の減損に係る会計基準）         

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が118百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

25,438百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

 (役員賞与に関する会計基準)

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が、26百万円減少しており

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。



(表示方法の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（連結キャッシュ・フロー計算書）         

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました「前受

金の増加額」(前連結会計年度15百万円）は、当連結会

計年度において区分掲記しております。 

 前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました「投資

有価証券の取得による支出」(前連結会計年度△1百万

円）は、当連結会計年度において区分掲記しておりま

す。

 (連結貸借対照表)  

 「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「負ののれ

ん」として表示しております。

(連結損益計算書)

 「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 28百万円

投資その他の資産「その他」 

(出資金)
229

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 216百万円

投資その他の資産「その他」 

(出資金)
229

 

※２ 担保資産

  根抵当権

資産の種類
帳簿価額 
(百万円)

対応する債務の金額
(百万円)

土地 2,316 短期借入金 101

建物 1,349 長期借入金 1,716

計 3,665 計 1,818

  

※２ 担保資産

  根抵当権

資産の種類
帳簿価額
(百万円)

対応する債務の金額 
(百万円)

土地 1,827 短期借入金 22

建物 976 長期借入金 1,070

計 2,803 計 1,093

※３ 一部仕入先等への支払方法を手形から一括ファク

タリングシステムによる支払に移行しており、流

動負債の「その他」にはファクタリング方式によ

り振替えた仕入債務等の未払額が554百万円含ま

れております。

※３ 一部仕入先等への支払方法を手形から一括ファク

タリングシステムによる支払に移行しており、流

動負債の「その他」にはファクタリング方式によ

り振替えた仕入債務等の未払額が1,202百万円含

まれております。

 

 ４ 偶発債務

  (1)連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金

に対し、債務保証を行っております。

北海道大崎電気㈱ 20百万円

 ４ 偶発債務

  (1)連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金

に対し、債務保証を行っております。

北海道大崎電気㈱ 20

天津三達電気有限公司 179

      計 199百万円

  (2)売掛金債権流動化による譲渡高  14百万円   (2)       ―――

 

 ５ 当社及び連結子会社１社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出コミットメント契

約を締結しております。当連結会計年度末におけ

る貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 －

  差引額             6,000百万円  

 ５ 当社及び連結子会社１社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出コミットメント契

約を締結しております。当連結会計年度末におけ

る貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 －

  差引額             6,000百万円

※６         ――― ※６ 連結会計年度末日満期手形

    連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日は金融機関の休業日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が当

連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 175百万円

支払手形 460

 

※７ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する自己株式の数は、以下のとお

りであります。

普通株式 723,015株

   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

38,550,684株であります。

 

※７         ―――

   



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当・賞与 2,181百万円

賞与引当金繰入額 306

退職給付費用 115

役員退職慰労引当金繰入額 14

貸倒引当金繰入額 10

減価償却費 134

研究開発費 947

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当・賞与 2,209百万円

賞与引当金繰入額 318

役員賞与引当金繰入額 26

退職給付費用 93

役員退職慰労引当金繰入額 17

貸倒引当金繰入額 36

減価償却費 126

研究開発費 994

※２ 研究開発費の総額は947百万円であり、一般管理

費に計上しております。

※２ 研究開発費の総額は994百万円であり、一般管理

費に計上しております。

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 125百万円

土地 412

      計             538百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

その他(工具器具備品) 4百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 9

その他 22

  計 32百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 8

その他 12

  計 22百万円

 

※５ 減損損失

   当社グループは、以下の資産について減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休資産 建物 千葉県長柄町 20

遊休資産 土地 長野県軽井沢町 5

遊休資産 土地 神奈川県葉山町 92

         計 118

    当社グループは、事業用資産については製品グ

ループを基礎とし、賃貸用資産、遊休資産につい

ては個別物件毎に、グルーピングしております。 

 遊休資産については今後の利用計画がなく、土

地の市場価格が著しく下落しているため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、土地については路線価による評価額又

は取引事例価格等を参考にして評価しておりま

す。また、建物については備忘価格をもって評価

しております。

※５         ―――

   



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

 (注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 38,550,684 － － 38,550,684

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 723,015 23,150 － 746,165

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 302 8.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月20日 
取締役会

普通株式 245 6.50 平成18年９月30日 平成18年12月12日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 359 9.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,569百万円

現金及び現金同等物 4,569百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,819百万円

預け金 6,394

現金及び現金同等物 11,214百万円

※２         ――― ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

   株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳

  株式会社エネゲート

流動資産 11,681百万円

固定資産 13,012

   資産合計 24,694

流動負債 1,887

固定負債 2,917

   負債合計 4,805



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

区分
取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

30 14 16

有形固定資産 
「その他」(工具 
器具備品)

114 59 55

無形固定資産 
(ソフトウェア)

6 3 2

合計 151 77 74

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

区分
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

83 37 46

有形固定資産
「その他」(工具 
器具備品)

173 82 90

無形固定資産
(ソフトウェア)

9 4 4

合計 266 124 141

同  左

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 25百万円

１年超 48

合計 74百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 48百万円

１年超 93

合計 141百万円

同  左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

                     同  左

 

２ 転貸リースにかかる未経過リース料期末残高相当額

  借主側

１年以内 136百万円

１年超 613

合計 749百万円

  貸主側

１年以内 136百万円

１年超 603

合計 739百万円

 

２ 転貸リースにかかる未経過リース料期末残高相当額

  借主側

１年以内 180百万円

１年超 621

合計 801百万円

  貸主側

１年以内 180百万円

１年超 611

合計 791百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

有価証券 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年３月31日) 
  

 
  

  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 3,343 7,357 4,014

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 16 37 20

小計 3,360 7,395 4,034

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 184 153 △30

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 184 153 △30

合計 3,544 7,548 4,004

売却額 
(百万円)

売却益の合計
(百万円)

売却損の合計
(百万円)

1,198 609 ―

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 224

 投資事業組合出資 58

合計 283



当連結会計年度(平成19年３月31日) 

有価証券 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 
  

 
  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成19年３月31日) 
  

 
  

  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 3,500 7,324 3,824

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 16 34 17

小計 3,516 7,358 3,842

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 186 180 △5

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 186 180 △5

合計 3,702 7,539 3,836

売却額 
(百万円)

売却益の合計
(百万円)

売却損の合計
(百万円)

72 32 ―

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 526

 投資事業組合出資 37

合計 563



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項 １ 取引の状況に関する事項

 ① 取引の内容及び利用目的等

  当社グループは、変動金利の借入金を固定金利の借

入金に換えるため、金利スワップ取引を行っておりま

す。

① 取引の内容及び利用目的等 

         同  左

 ② 取引に対する取組方針

  金利関連のデリバティブ取引については、現在、変

動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引

を利用しているのみであり、投機目的の取引及びレバ

レッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針で

あります。

② 取引に対する取組方針 

         同  左

 ③ 取引に係るリスクの内容

  金利関連における金利スワップ取引においては、市

場金利の変動による市場リスクを有しております。

  当社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行

によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと認識し

ております。

 ③ 取引に係るリスクの内容

          同  左

 ④ 取引に係るリスク管理体制

  金利関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、経

理部が行っております。

 ④ 取引に係るリスク管理体制

          同  左

２ 取引の時価等に関する事項 ２ 取引の時価等に関する事項

 

(百万円)

対象物
の種類

種類 契約額等 時価
評価損
益

金利 金利スワップ取引

受取変動・支払固定 350 0 0

 (注)1.時価は、取引先金融機関から提示された価格等

に基づき算定しております。

   2.ヘッジ会計を適用しているものについては、開

示の対象から除いております。

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計

を適用しておりますので、開示の対象から除いており

ます。



(退職給付関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要
   当社及び国内連結子会社の一部では、確定給付型

の制度として、適格退職年金制度、退職一時金制度

及び総合設立型厚生年金基金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支

払う場合があります。なお、国内連結子会社の一部

では、中小企業退職金共済制度に加入しておりま

す。

   当社におきましては、平成11年10月に退職一時金

制度から適格退職年金制度への移行を完了しており

ます。

１ 採用している退職給付制度の概要
   当社及び国内連結子会社の一部では、確定給付型

の制度として、適格退職年金制度、退職一時金制度

及び総合設立型厚生年金基金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支

払う場合があります。なお、国内連結子会社の一部

では、中小企業退職金共済制度に加入しておりま

す。

   なお、当社におきましては、平成19年４月１日付

で、適格退職年金制度から確定給付企業年金制度及

び確定拠出年金制度に移行いたしました。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日)

イ 退職給付債務 △3,286百万円

ロ 年金資産 3,126

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △160

ニ 未認識数理計算上の差異 △341

ホ 連結貸借対照表計上額純額 △502

ヘ 退職給付引当金 △502百万円

(注) １ 子会社の一部は、退職給付債務の算定に

当たり、簡便法を採用しております。

     ２ 厚生年金基金を含めておりません。な

お、年金資産の額は5,085百万円であり

ます。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

イ 退職給付債務 △3,719百万円

ロ 年金資産 3,492

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △227

ニ 未認識数理計算上の差異 △432

ホ 連結貸借対照表計上額純額 △659

ヘ 退職給付引当金 △659百万円

(注) １ 子会社の一部は、退職給付債務の算定に

当たり、簡便法を採用しております。

     ２ 厚生年金基金を含めておりません。な

お、年金資産の額は5,384百万円であり

ます。

 

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)
イ 勤務費用 186百万円

ロ 利息費用 64

ハ 期待運用収益 △46

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 43

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 247百万円

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に含めておりま

す。 
２ 適格退職年金に対する従業員拠出額は勤

務費用から控除しております。
３ 厚生年金基金を含めておりません。な

お、基金への拠出額は224百万円であり

ます。
４ 中小企業退職金共済制度への拠出額は

33百万円であります。

 

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)
イ 勤務費用 192百万円

ロ 利息費用 64

ハ 期待運用収益 △62

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 △8

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 186百万円

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に含めておりま

す。 
２ 適格退職年金に対する従業員拠出額は勤

務費用から控除しております。
３ 厚生年金基金を含めておりません。な

お、基金への拠出額は228百万円であり

ます。
４ 中小企業退職金共済制度への拠出額は35

百万円であります。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法
ポイント
基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数
主として

10年
  (発生時の翌連結会計年度から定額法により

費用処理することとしております。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法
主として
ポイント
基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数
主として

10年
  (発生時の翌連結会計年度から定額法により

費用処理することとしております。)



(ストック・オプション等関係) 

   当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 293百万円

ゴルフ会員権等 230

退職給付引当金 184

繰越欠損金 120

未払事業税 107

未払費用 92

たな卸資産 86

役員退職慰労引当金 56

その他 243

繰延税金資産小計 1,415

評価性引当額 △313

繰延税金資産合計 1,101

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,629

その他 △5

繰延税金負債合計 △1,635

繰延税金負債の純額 △533百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,781百万円

賞与引当金 496

退職給付引当金 263

ゴルフ会員権等 261

減価償却超過 247

未払費用 164

減損損失 152

たな卸資産 100

その他 432

繰延税金資産小計 3,842

評価性引当額 △959

繰延税金資産合計 2,882

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,553

土地評価差益 △2,409

その他 △5

繰延税金負債合計 △3,968

繰延税金負債の純額 △1,085百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

1.5

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△0.4

住民税均等割等 0.6

繰越欠損金等税効果未認識額 1.4

研究開発減税等に係る税額控除 △3.5

その他 △0.8

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

39.5％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

1.8

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△0.9

住民税均等割等 0.4

繰越欠損金等税効果未認識額 △2.1

研究開発減税等に係る税額控除 △1.3

持分変動利益 △8.5

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

30.3％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

     当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品（役務の提供を含む） 

 
  

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に対する
   売上高

23,069 8,718 392 32,180 ― 32,180

(2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高

1 ― 106 108 (108) ―

計 23,071 8,718 499 32,289 (108) 32,180

  営業費用 21,050 7,014 272 28,338 (108) 28,230

  営業利益 2,021 1,703 226 3,950 － 3,950

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
  損失及び資本的支出

  資産 25,372 9,889 6,024 41,285 (48) 41,236

  減価償却費 636 58 127 822 ― 822

  減損損失 25 ― 92 118 ― 118

  資本的支出 468 129 18 616 ― 616

事業区分 主要製品

計測制御機器事業
電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電
盤、監視制御装置、タイムスイッチ、光通信関連
機器、検針システム

ＦＰＤ関連装置事業 LCD実装装置、PDP実装装置、ICカード実装装置

不動産事業 不動産の賃貸



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

     当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品（役務の提供を含む） 

 
３ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、「FPD関連装置事業」の営業費用は26百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に対する
   売上高

25,766 10,112 403 36,282 ― 36,282

(2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高

2 ― 106 108 (108) ―

計 25,768 10,112 509 36,390 (108) 36,282

  営業費用 24,150 8,224 264 32,639 (114) 32,524

  営業利益 1,618 1,887 245 3,751 6 3,758

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 50,219 11,164 5,927 67,311 (48) 67,262

  減価償却費 666 57 122 846 ― 846

  資本的支出 665 21 23 710 ― 710

事業区分 主要製品

計測制御機器事業
電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電
盤、監視制御装置、タイムスイッチ、光通信関連
機器、検針システム

ＦＰＤ関連装置事業 LCD実装装置、PDP実装装置、ICカード実装装置

不動産事業 不動産の賃貸



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．各区分に属する主な国又は地域 

  (1)アジア・・・・・中国、インドネシア、他 

  (2)その他・・・・・北米、他 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．各区分に属する主な国又は地域 

  (1)アジア・・・・・中国、インドネシア、他 

  (2)その他・・・・・北米、他 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,028 359 4,387

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 32,180

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.5 1.1 13.6

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,779 490 4,269

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 36,282

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.4 1.4 11.8



(企業結合等関係) 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

 
 (注) 算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

 
  

 ２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 611円77銭

１株当たり当期純利益 53円05銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。
 

１株当たり純資産額 672円90銭

１株当たり当期純利益 78円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 78円23銭

項目
前連結会計年度

（平成18年３月31日）
当連結会計年度 

（平成19年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 38,121

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 25,438

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 ― 12,683

普通株式の発行済株式数(千株) ― 38,550

普通株式の自己株式数(千株) ― 746

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) ― 37,804

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,066 2,982

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,007 2,982

普通株主に帰属しない金額(百万円)

 利益処分による役員賞与金 59 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,845 37,815

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当
期純利益調整額(百万円)

― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普
通株式増加数(千株)

 新株予約権付社債(転換社債型) ― 311

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

非上場の連結子会社が
発行した新株引受権で
あります。     

―



⑥【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
注) １ 新株予約権付社債の内容 

 
（注）本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本

新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

  

   ２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 

 
  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以下

のとおりであります。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社
2012年満期円貨建 
転換社債型新株予
約権付社債

2007年 

３月５日
(チューリ
ッヒ時間)

― 6,000 0.00 無担保社債

2012年 

３月５日
(チューリ
ッヒ時間)

合計 ― ― ― 6,000 ― ― ―

発行すべき 

株式の内容

新株予約
権の発行
価額

株式の 
発行価格 
(円)

発行価額の
総額 

(百万円)

新株予約権の行使
により発行した 
株式の発行価額 
の総額(百万円)

新株予約権

の付与割合

(％)

新株予約権 

の行使期間

代用払込に

関する事項

当社 

普通株式
無償 1,423 6,000 ― 100

自 2007年 
  ３月19日 
至 2012年 
  ２月20日
(チューリッヒ

時間)

（注）

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

― ― ― ― 6,000

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 436 58 9.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 112 322 1.6 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

3,367 3,770 1.7
平成21年３月～ 
平成33年６月

合計 3,917 4,152 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 1,822 1,027 510 310



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,384 445

 ２ 受取手形 ※8 224 223

 ３ 売掛金 ※1 3,705 4,180

 ４ 製品 935 904

 ５ 原材料 582 644

 ６ 仕掛品 348 276

 ７ 貯蔵品 1 1

 ８ 関係会社短期貸付金 2,062 2,245

 ９ 未収入金 416 656

 10 繰延税金資産 422 364

 11 その他 29 40

 12 貸倒引当金 △111 △53

   流動資産合計 10,000 36.0 9,931 27.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 6,625 6,523

    減価償却累計額 4,617 2,007 4,638 1,884

  ２ 構築物 280 280

    減価償却累計額 220 60 227 52

  ３ 機械装置 4,223 4,251

    減価償却累計額 3,504 719 3,538 713

  ４ 車両運搬具 79 71

    減価償却累計額 54 25 53 17

  ５ 工具器具備品 3,812 3,768

    減価償却累計額 3,368 444 3,315 452

  ６ 土地 1,139 1,149

  ７ 建設仮勘定 9 114

   有形固定資産合計 4,406 15.9 4,385 12.1

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 343 255

  ２ 電話加入権 12 12

  ３ その他 0 0

   無形固定資産合計 356 1.3 268 0.7



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 7,818 7,971

  ２ 関係会社株式 2,168 10,979

  ３ 関係会社出資金 229 229

  ４ 長期貸付金 16 ―

  ５ 従業員長期貸付金 10 8

  ６ 関係会社長期貸付金 1,936 1,777

  ７ 長期前払費用 13 11

  ８ ゴルフ会員権等 346 340

  ９ 保険積立金 364 382

  10 その他 89 89

  11 貸倒引当金 △6 △5

   投資その他の資産合計 12,988 46.8 21,784 59.9

   固定資産合計 17,751 64.0 26,437 72.7

   資産合計 27,752 100 36,368 100



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 191 152

 ２ 買掛金 ※1 699 989

 ３ 関係会社短期借入金 100 850

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

― 300

 ５ 未払金 ※2 687 1,292

 ６ 未払費用 566 537

 ７ 未払法人税等 675 279

 ８ 未払消費税等 88 19

 ９ 前受金 15 23

 10 預り金 33 28

 11 賞与引当金 494 496

 12 設備支払手形 61 63

 13 その他 11 10

   流動負債合計 3,625 13.0 5,043 13.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ― 6,000

 ２ 長期借入金 1,500 2,700

 ３ 退職給付引当金 423 112

 ４ 長期預り金 40 40

 ５ 繰延税金負債 1,167 1,227

   固定負債合計 3,132 11.3 10,080 27.7

   負債合計 6,757 24.3 15,124 41.6

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※5 4,686 16.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 4,768 17.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 698 2.5 ― ―

 (2) 任意積立金

    別途積立金 7,200 7,200 25.9 ― ― ―

 (3) 当期未処分利益 1,545 5.6 ― ―

   利益剰余金合計 9,444 34.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,372 8.6 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※6 △277 △1.0 ― ―

   資本合計 20,995 75.7 ― ―

   負債及び資本合計 27,752 100 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,686 12.9

 ２ 資本剰余金

     資本準備金 ― ― 4,768 13.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 698

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 8,100

    繰越利益剰余金 ― 1,065

    利益剰余金合計 ― ― 9,864 27.1

 ４ 自己株式 ― ― △301 △0.8

   株主資本合計 ― ― 19,018 52.3

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 2,225 6.1

   純資産合計 ― ― 21,243 58.4

   負債純資産合計 ― ― 36,368 100



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 18,776 100 19,266 100

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製品たな卸高 942 935

 ２ 当期製品仕入高 1,741 1,980

 ３ 当期製品製造原価 10,387 11,118

     合計 13,070 14,034

 ４ 他勘定振替高 ※1 31 68

 ５ 期末製品たな卸高 935 12,104 64.5 904 13,060 67.8

   売上総利益 6,672 35.5 6,205 32.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 4,648 24.8 4,783 24.8

   営業利益 2,023 10.8 1,421 7.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※4 56 73

 ２ 受取配当金 ※4 146 149

 ３ 雑収入 65 268 1.4 57 280 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 7 29

 ２ 社債利息 15 ―

 ３ 社債発行費 ― 17

 ４ 為替差損 ― 14

 ５ コミットメントライン費 
   用

45 9

 ６ タームローン費用 20 1

 ７ 雑損失 13 102 0.5 18 89 0.5

   経常利益 2,189 11.7 1,612 8.4



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 602 32

 ２ ゴルフ会員権等売却益 10 613 3.3 ― 32 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※5 541 4

 ２ 固定資産除却損 ※6 20 12

 ３ ゴルフ会員権等評価損 30 15

 ４ 減損損失 ※7 25 617 3.3 ― 32 0.2

   税引前当期純利益 2,185 11.6 1,613 8.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

738 386

   法人税等調整額 35 773 4.1 218 604 3.1

   当期純利益 1,411 7.5 1,008 5.2

   前期繰越利益 323

   中間配当額 189

   当期未処分利益 1,545



製造原価明細書 

  

 
(注) ※１ 他勘定振替高は固定資産その他への振替高であります。 

 ２ 原価計算の方法は、総合原価計算を採用し、製品別の標準原価計算によっております。 

   期末における原価差額の調整は、売上原価及びたな卸資産に配賦する方法によっております。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 5,637 54.0 6,301 56.9

Ⅱ 労務費 2,169 20.8 2,149 19.4

Ⅲ 経費 2,624 25.2 2,623 23.7

 (1) 外注加工費 (1,161) (1,252)

 (2) 減価償却費 (437) (408)

 (3) その他 (1,026) (963)

   当期総製造費用 10,431 100 11,074 100

   期首仕掛品たな卸高 338 348

    合計 10,770 11,422

   期末仕掛品たな卸高 348 276

   他勘定振替高 ※1 34 26

   当期製品製造原価 10,387 11,118



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

株主総会承認年月日
前事業年度

(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,545

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 302

 ２ 役員賞与金 40

   (うち監査役賞与金) (6)

 ３ 任意積立金

    別途積立金 900 1,242

Ⅲ 次期繰越利益 303



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 698 7,200 1,545 △277 18,622

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △548 △548

 利益処分による役員賞与 △40 △40

 別途積立金の積立 900 △900 ―

 当期純利益 1,008 1,008

 自己株式の取得 △24 △24

 株主資本以外の項目の事業年度中 

 の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― 900 △480 △24 395

平成19年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 698 8,100 1,065 △301 19,018

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,372 20,995

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △548

 利益処分による役員賞与 △40

 別途積立金の積立 ―

 当期純利益 1,008

 自己株式の取得 △24

 株主資本以外の項目の事業年度中 

 の変動額(純額)
△146 △146

事業年度中の変動額合計(百万円) △146 248

平成19年３月31日残高(百万円) 2,225 21,243



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法によっております。

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

           同  左

(2) その他有価証券

 時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づく時価法によって

おります。(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。)

 時価のないもの

   移動平均法による原価法によっております。

 なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組

合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可能な 近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によ

っております。

(2) その他有価証券

 時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づく時価法によって

おります。(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。)

 時価のないもの

           同  左 

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

 移動平均法による原価法によっております。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同  左

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産

 定率法によっております。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建物付属設備を除く)につい

ては定額法によっております。

 なお、耐用年数については法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産 

   定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(3) 長期前払費用 

   均等償却をしております。

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

同  左

(3) 長期前払費用

同  左

４         ―――― ４ 繰延資産の処理方法 

   社債発行費については、発生時に全額費用として 

  処理しております。



 
  

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

当事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

 従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

 従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。

５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金

同  左

(3) 退職給付引当金

 従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

  なお、平成19年４月１日付で、適格退職年金制度

を確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度に移

行いたしました。この制度移行による退職給付制度

の一部終了が翌事業年度の財務諸表に与える影響額

は退職給付引当金の減少71百万円及び同額の特別利

益の計上であります。

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同  左

７ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

７ リース取引の処理方法

同  左

８ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、特例処理の要件を満 

   たしておりますので、特例処理を採用しておりま 

   す。

８ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法

同  左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段)金利スワップ 

   (ヘッジ対象)借入金の利息

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

 ③ヘッジ方針 

    当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目 

   的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象 

   の識別は個別契約毎に行っております。

 ③ヘッジ方針

同  左

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップの特例処理の要件を満たしており 

   ますので、有効性の評価を省略しております。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

同  左

９ その他財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式 

   によっております。

９ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同  左



(会計処理の変更) 

  

 
  

  

  

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。  

 これにより税引前当期純利益が25百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

21,243百万円であります。 

  財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日)

※１ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なも

のは次のとおりであります。

 売掛金 177百万円

 買掛金 203

※１ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なも

のは次のとおりであります。

売掛金 217百万円

買掛金 273

※２ 一部仕入先等への支払方法を手形から一括ファク

タリングシステムによる支払に移行しており、流

動負債の「未払金」にはファクタリング方式によ

り振替えた仕入債務等の未払額が554百万円含ま

れております。

※２ 一部仕入先等への支払方法を手形から一括ファク

タリングシステムによる支払に移行しており、流

動負債の「未払金」にはファクタリング方式によ

り振替えた仕入債務等の未払額が1,202百万円含

まれております。

 

 ３ 偶発債務

(1)関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証債

務

保証区分 
及び保証先

保証額 
(百万円)

 PT.METBELOSA 149

 北海道大崎電気㈱ 20

計 169

 ３ 偶発債務

(1)関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証債

務

保証区分
及び保証先

保証額 
(百万円)

PT.METBELOSA 172

北海道大崎電気㈱ 20

天津三達電気有限公司 179

計 372

(2)売掛金債権流動化による譲渡高 

                   14百万円

(2)          ――― 

                    

 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当事業年度末における貸出コミットメン

ト契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 ―

  差引額             3,000百万円
 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当事業年度末における貸出コミットメン

ト契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 ―

  差引額             3,000百万円  

 

※５ 株式の状況

授権株式数   普通株式 100,000,000株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。

発行済株式総数 普通株式 38,550,684株

 

 

※５        ―――

※６ 自己株式の保有数

普通株式 723,015株

※６        ―――

 ７ 配当制限  ７ 配当制限

  (1)商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、

2,372百万円であります。

  (1)       ―――

  (2)平成17年9月21日締結の貸出コミットメント契約

及び平成18年3月20日締結のタームローン契約に

より、当社の決算期末日における連結財務諸表上

及び財務諸表上の資本の部の金額を、直前の決算

期末日における連結財務諸表上及び財務諸表上の

資本の部の金額の75％の金額以上にそれぞれ維持

する制限を受けております。

  (2)       同 左 

 



  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※８        ――― ※８ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末

日は金融機関の休業日であったため、次の期末日

満期手形が当期末残高に含まれております。 

受取手形             25百万円



(損益計算書関係) 

  

 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定振替高は、当社製品を見本品等に振替えた

ものであります。

※１        同   左

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は30％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

70％であります。

主要な費目および金額は次のとおりであります。

荷造運賃 268百万円

役員報酬 249

従業員給料手当・賞与 1,350

賞与引当金繰入額 228

退職給付費用 94

貸倒引当金繰入額 41

福利厚生費 298

支払手数料 206

減価償却費 38

研究開発費 832

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は30％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

70％であります。

主要な費目および金額は次のとおりであります。

荷造運賃 283百万円

役員報酬 286

従業員給料手当・賞与 1,345

賞与引当金繰入額 230

退職給付費用 69

貸倒引当金繰入額 30

福利厚生費 302

支払手数料 244

減価償却費 39

研究開発費 823

※３ 研究開発費の総額は832百万円であり、一般管理

費に計上しております。

※３ 研究開発費の総額は823百万円であり、一般管理

費に計上しております。

※４ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

受取利息 54百万円

受取配当金 63

※４ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

受取利息 71百万円

受取配当金 51

 

※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物 123百万円

構築物他 4

土地 412

計 541百万円

なお、関係会社に対する総額は525百万円であ

ります。

 
 

※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

工具器具備品 4百万円

 

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 1百万円

機械装置 7

工具器具備品他 11

計 20百万円
 

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 0百万円

機械装置 7

工具器具備品 5

計 12百万円



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※７ 減損損失

当社は、以下の資産について減損損失を計上しま

した。

用途 種類 場所
金額  

(百万円)

遊休資産 建物 千葉県長柄町 20

遊休資産 土地 長野県軽井沢町 5

計 25

 当社は、事業用資産については製品グループを

基礎とし、賃貸用資産、遊休資産については個別

物件毎に、グルーピングしております。

 遊休資産については今後の利用計画がなく、土

地の市場価格が著しく下落しているため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、土地については取引事例価格等を参考

にして評価しております。また、建物については

備忘価格をもって評価しております。

※７         ―――

            

 

 

 



(株主資本等変動計算書関係) 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

１ 自己株式に関する事項 

   

 (注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 723,015 23,150 ― 746,165



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係るもの

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

科目
取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両運搬具 10 6 3

工具器具 
備品

65 42 23

ソフトウェ
ア

6 3 2

合計 82 52 29

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係るもの

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

科目
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両運搬具 10 1 8

工具器具
備品

34 19 14

ソフトウェ
ア

6 4 1

合計 50 25 25

同  左

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11百万円

１年超 18

合計 29百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 15

合計 25百万円

同  左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 16百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

 

２ 転貸リースにかかる未経過リース料期末残高相当額

  借主側

１年以内 118百万円

１年超 573

合計 692百万円

  貸主側

１年以内 118百万円

１年超 563

合計 682百万円

 

２ 転貸リースにかかる未経過リース料期末残高相当額

  借主側

１年以内 121百万円

１年超 462

合計 583百万円

  貸主側

１年以内 121百万円

１年超 452

合計 573百万円



(有価証券関係) 

  

前事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

当事業年度(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

区分
貸借対照表計上額 時価 差額

(百万円) (百万円) (百万円)

子会社株式         333        11,203       10,870

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

ゴルフ会員権等 212百万円

賞与引当金 201

退職給付引当金 172

未払事業税 62

貸倒引当金 47

その他 187

繰延税金資産合計 883

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,628

繰延税金負債の純額 △744百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 201百万円

ゴルフ会員権等 189

未払費用 80

退職給付引当金 45

投資有価証券 34

その他 111

繰延税金資産合計 664

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,527

繰延税金負債の純額 △863百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳

法定実効税率 40.7％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.2

住民税均等割等 0.8

研究開発減税等に係る税額
控除

△6.2

その他 △0.5

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

35.4％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳

法定実効税率 40.7％

 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.3

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△2.5

住民税均等割等 0.7

研究開発減税等に係る税額
控除

△3.7

その他 0.0

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

37.5％



(企業結合等関係) 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

 
 (注) 算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

 
  
 ２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 553円96銭

１株当たり当期純利益 36円25銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
 

１株当たり純資産額 561円94銭

１株当たり当期純利益 26円67銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 26円45銭

項目
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度 

（平成19年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 21,243

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 21,243

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 38,550

普通株式の自己株式数(千株) ― 746

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) ― 37,804

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,411 1,008

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,371 1,008

普通株主に帰属しない金額(百万円)

 利益処分による役員賞与金 40 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,845 37,815

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当
期純利益調整額(百万円)

― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普
通株式増加数(千株)

 新株予約権付社債(転換社債型) ― 311



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ

1,083 1,441

東京電力㈱ 264,967 1,067

あいおい損害保険㈱ 1,118,124 919

野村ホールディングス㈱ 204,067 500

中部電力㈱ 106,872 432

㈱三井住友 
フィナンシャルグループ

342 366

九州電力㈱ 98,938 331

三菱鉛筆㈱ 145,000 286

日東工業㈱ 125,800 237

イヌイ建物㈱ 110,000 178

㈱東京エネシス 150,000 171

㈱新愛知電機製作所 960 170

古河電気工業㈱ 220,000 158

東北電力㈱ 48,325 144

㈱ＮＴＴドコモ 615 134

㈱村田製作所 14,000 120

ANDevices,Inc. 3,235,199 118

太陽誘電㈱ 42,000 103

㈱キューキ 169,183 84

㈱みずほ 
フィナンシャルグループ

106 80

㈱アーレスティ 24,150 77

日本電信電話㈱ 115 71

鹿島㈱ 113,987 68

セコム㈱ 12,000 65

㈱丹青社 107,000 57

PS Tec Co.,Ltd. 184,000 52

㈱ローソン 11,000 49

その他（28銘柄） 233,643 409

計 6,741,477 7,899

 



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

 （投資信託受益証券）

ニッセイ日本 
ストラテジックオープン

5,000 34

 （投資事業組合出資）

ＫＣ－２１世紀再生ファンド 
他１銘柄

2 37

計 ― 71



【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

  

  

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 6,625 22 124  6,523 4,638 128 1,884

 構築物 280 ― 0 280 227 8 52

 機械装置 4,223 121 94 4,251 3,538 122 713

 車両運搬具 79 ― 8 71 53 7 17

 工具器具備品 3,812 146 191 3,768 3,315 127 452

 土地 1,139 22 12 1,149 ― ― 1,149

 建設仮勘定 9 352 247 114 ― ― 114

有形固定資産計 16,170 665 677 16,158 11,773 394 4,385

無形固定資産

 ソフトウェア 524 17 65 477 222 106 255

 電話加入権 12 ― ― 12 ― ― 12

 その他 3 ― ― 3 2 0 0

無形固定資産計 540 17 65 493 225 106 268

長期前払費用 51 6 17 40 29 9 11



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 118 48 89 17 59

賞与引当金 494 496 494 ― 496



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

(イ) 現金及び預金 

  

 
  

(ロ) 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
(注) 当期末日が金融機関の休業日であったため、期末日満期手形25百万円を４月に含めております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 6

預金の種類

当座預金 358

普通預金 78

別段預金 2

小計 439

合計 445

相手先名 金額(百万円)

斉田電機産業㈱ 32

ミサワホーム㈱ 29

テンパール工業㈱ 21

五十嵐電機㈱ 13

北海道大崎電気㈱ 11

その他 114

計 223

期日 金額(百万円)

平成19年４月 82

  〃  ５月 43

  〃  ６月 42

  〃  ７月 53

  〃  ８月 1

計 223



(ハ) 売掛金 

(a) 相手先別内訳 
  

 
  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

(ニ) たな卸資産 
  

 
  

相手先名 金額(百万円)

東北計器工業㈱ 935

東京電力㈱ 800

中部精機㈱ 723

㈱キューキ 472

三井住友銀リース㈱ 147

その他 1,099

計 4,180

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ) 
 

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

3,705 20,027 19,552 4,180 82.4 71.9

区分 金額(百万円)

製品  (904)

電力量計 400

電流制限器 75

計器用変成器 67

監視制御装置 250

タイムスイッチ他 111

原材料 (644)

主要材料 54

部分品 589

仕掛品 (276)

電力量計 192

計器用変成器 39

監視制御装置 43

その他 1

貯蔵品 (1)

補助材料 1

計 1,827



(ホ) 関係会社短期貸付金 
  

 
  

(ヘ) 関係会社株式 
  

 

  

相手先名 金額(百万円)

(子会社短期貸付金)

大崎エステート㈱ 1,042

大崎電気システムズ㈱ 993

岩手大崎電気㈱ 130

大崎プラテック㈱ 80

計 2,245

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式)

㈱エネゲート 8,582

大崎エステート㈱ 435

PT.METBELOSA 405

大崎データテック㈱ 350

大崎電気システムズ㈱ 335

大崎エンジニアリング㈱ 333

岩手大崎電気㈱ 200

その他（７銘柄） 336

計 10,979



(b) 負債の部 
(イ) 支払手形 
(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 
  

 
  

(ロ) 買掛金 
  

 

  

相手先名 金額(百万円)

三菱製鋼㈱ 27

東日京三電線㈱ 22

三洋電機㈱モバイルエナジーカンパニー 12

昭和電線ケーブルシステム㈱ 11

高千穂交易㈱ 8

その他 70

計 152

期日 金額(百万円)

平成19年４月 42

  〃 ５月 38

  〃 ６月 35

  〃 ７月 36

計 152

相手先名 金額(百万円)

岩手大崎電気㈱ 148

大崎プラテック㈱ 57

大崎電気システムズ㈱ 48

㈱瑞穂 42

東日本工業㈱ 36

その他 655

計 989



(ハ) 設備支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

(ニ) 社債 

 
(注) 発行年月、利率等については、「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑥連結附属

明細表」の「社債明細表」に記載しております。 

  

(ホ) 長期借入金 
  

 
  

相手先名 金額(百万円)

㈱中央製作所 28

㈱沼省 14

㈱キーエンス 5

理想科学工業㈱ 2

㈱大塚商会 2

その他 9

計 63

期日 金額(百万円)

平成19年４月 7

  〃 ５月 40

  〃 ６月 6

  〃 ７月 9

計 63

銘柄 金額(百万円)

2012年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 6,000

計 6,000

相手先名 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 1,940

㈱三井住友銀行 400

㈱滋賀銀行 200

明治安田生命保険相互会社 80

富国生命保険相互会社 80

計 2,700



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

    会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

    取得請求権付株式の取得を請求する権利 

    募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 

     

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、
100株未満の株数表示株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

株券喪失登録

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  登録手数料 喪失登録１件につき10,000円及び消費税相当額

喪失登録株券１枚につき500円及び消費税相当額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する方法により行う。

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第92期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提

出。 

(2) 半期報告書 

事業年度 第93期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月20日関東財務局長に

提出。 

(3) 半期報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(2) 半期報告書の訂正報告書)を平成19年２月１日関東財務局長に提出。 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

を平成19年２月９日関東財務局長に提出。 

(5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第１号(新株予約権付社債の発行)の規定に基づく臨時

報告書を平成19年２月14日関東財務局長に提出。 

(6) 臨時報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(5) 臨時報告書の訂正報告書)を平成19年２月15日関東財務局長に提出。 

  

該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

監査法人 原 会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

監査法人 原 会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第92期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大崎電気工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

監査法人 原 会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第93期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大崎電気工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

監査法人 原 会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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